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市市長長ああいいささつつ  

  
本市では、「心身ともに健やかに 自分らしく明るく暮らせる 

にほんまつ」を基本理念として、平成 30 年度から令和９年度ま

でを計画期間とする「第二次二本松市健康増進計画・食育推進計

画・自殺対策計画」を平成 30 年３月に策定し、一体的に自殺対

策の各種施策を進めてまいりました。 

令和２年以降、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、自殺

の要因となり得る様々な問題が悪化していることから、国では、

現状を踏まえ自殺総合対策大綱を見直し、令和４年 10 月に「自

殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実

現を目指して～」を閣議決定しました。 

本市においても、現状を把握するための中間評価と、その結果を踏まえた計画期間の後期に

おける取組を、令和２年 12 月に策定された二本松市総合計画の基本目標の一つである「健康で

暮らし続けられるまち」の実現に向けて推進するために見直しを行いました。 

見直しとしては、中間評価や市民アンケートの結果により、現状と課題を整理するとともに、

新たにＳＤＧｓの目標を踏まえた施策を展開推進することとします。 

また、自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、精神保健上の問題だけではなく、過労、

生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因が複雑に絡み合っています。

個人の問題、個人への対策としてではなく、「生きることの包括的な支援」として社会全体で対

策に取り組むため、健康増進との一体的な計画から分冊して、地域の現状を踏まえ、国の自殺総

合対策大綱に基づき、新たに「いのち支える二本松市自殺対策計画」として策定いたします。ま

た、本市の実態として示された重点課題に、コロナ禍の影響を踏まえた対策として「子ども・若

者への支援」と「女性への支援」を追加し施策を推進して参ります。 

今後、本計画に基づき、本市の現状を踏まえた対策として、自殺対策に関する正しい知識を行

政だけではなく関係機関や市民の皆さんが共有し、それぞれの立場で自殺対策を推進するとと

もに、効果的な連携体制を構築して参りたいと考えておりますので、市民の皆様の一層のご理

解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、計画の評価・見直しに当たり、「二本松市健康増進計画策定委員会」委員の方々をは

じめ、様々な場面でご指導をいただきました関係機関の皆様、そして、アンケート調査等にご協

力をいただきました市民の皆様に、心から感謝申し上げます。 

 

  令和５年３月 

二二本本松松市市長長  三三保保  恵恵一一  
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第第１１章章  

いいののちち支支ええるる二二本本松松市市自自殺殺対対策策計計画画ににつついいてて 
 

 

  



 

 

 



 

 

 

第１章 いのち支える二本松市自殺対策計画について

1

第第１１章章 いいののちち支支ええるる二二本本松松市市自自殺殺対対策策計計画画ににつついいてて 

第第１１節節 計計画画策策定定のの背背景景とと目目的的 

１１ 計計画画策策定定のの背背景景 
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る推進・強化』『２．女性に対する支援の強化』『３．地域自殺対策の取組強化』『４．新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進など、総合的な自殺対策の更なる推進・強

化』を重点的に推進することとしています。

２２ 計計画画策策定定のの目目的的 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけでな

く、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知

られています（自殺の危機要因イメージ図：２ページ参照）。自殺は、誰にでも起こり得る危

機であり、その多くが防ぐことが出来る社会的な問題として、保健、医療、福祉、教育、労働

その他の関連施策との有機的な連携を図り、「生きることの包括的な支援」として自殺対策に

取り組まなければなりません（自殺対策基本法第 2条）。

本市では、平成 30 年（2018 年）に「第二次二本松市健康増進計画・食育推進計画・自殺

対策計画」を一体的に策定し、「こころの健康」を視点に総合的に自殺対策を推進してきまし

たが、全ての人がかけがえのない個人として尊重される社会、「誰も自殺に追い込まれること

のない社会」の実現を目指し、いのちを支える取り組みをより一層推進するべく「いのち支え

る二本松市自殺対策計画（後期計画）」として策定し、自殺対策を総合的に推進していきます。
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【「自殺の危機要因イメージ図」 自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）】

資料：厚生労働省資料
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第第２２節節 自自殺殺対対策策のの基基本本的的なな考考ええ方方 

１１ 自自殺殺対対策策のの基基本本認認識識 

自殺総合対策大綱では、自殺に対する基本認識が明らかにされています。

本市における自殺対策については、市の自殺の現状と課題等を踏まえ、次に掲げる基本認識

に基づいて取り組みます。

（（１１））自自殺殺はは誰誰ににででもも起起ここりり得得るる身身近近なな問問題題ででああるる 

多くの人にとって、自殺とは、自分には関係がない「個人の問題」と考えられがちですが、

実際は当人のみでなく、家族や友人等、周りの人が当事者となる可能性があり、誰にでも起こ

り得る身近な問題であることを認識する必要があります。

（（２２））自自殺殺はは、、そそのの多多くくがが追追いい込込ままれれたた末末のの死死ででああるる 

自殺は、その多くが様々な悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の選択肢が考えら

れない状態に陥ってしまった、「追い込まれた末の死」であるということを認識する必要があ

ります。

（（３３））自自殺殺はは、、そそのの多多くくがが防防ぐぐここととががででききるる社社会会的的なな問問題題ででああるる 

自殺の背景や原因となる様々な要因のうち、失業、倒産、多重債務、長時間労働等の社会的

要因については、相談・支援体制の整備等、社会的な取り組みにより、また、自殺に至る前の

うつ病等の精神疾患については、専門家への相談や適切な治療により、多くの自殺は防ぐこと

ができるということを認識する必要があります。

（（４４））自自殺殺をを考考ええてていいるる人人はは、、何何ららかかののササイインンをを発発ししてていいるるここととがが多多いい 

死にたいと考えている人も、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ動い

ており、不眠や原因不明の体調不良等、自殺の危険を示すサインを発していることが多いとさ

れています。自殺の危険を示すサインに気づくことで自殺予防につなげることができることを

認識する必要があります。

２２ 基基本本理理念念 

本市では、自殺総合対策大綱における基本理念に沿い、「誰も自殺に追い込まれることのな

い二本松市の実現」を基本理念に定め、自殺対策を「生きることの包括的な支援」として総合

的に推進していきます。

誰誰もも自自殺殺にに追追いい込込ままれれるるここととののなないい二二本本松松市市のの実実現現 
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３３ 基基本本方方針針 

基本理念の実現を目指すため、自殺に対する基本認識を踏まえ、自殺総合対策大綱により示

された６つの基本方針に沿った、総合的な自殺対策を推進します。

（（１１））生生ききるるここととのの包包括括的的なな支支援援 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の「生

きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活苦等の「生きるこ

との阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺に至る可能性が高まります。

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取り組みに加えて、「生きることの

促進要因」を増やす取り組みを行い、双方の取り組みを通じて自殺リスクを低下させる方向で

推進する必要があります。自殺防止や遺族支援といった狭義の自殺対策だけでなく、「生きる

支援」に関する地域のあらゆる取り組みを総動員して、まさに「生きることの包括的な支援」

として推進します。

（（２２））関関連連施施策策ととのの有有機機的的なな連連携携にによよるる総総合合的的なな対対策策のの展展開開 

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐために、

様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携し、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的

な視点を含む包括的な取り組みを実施します。

自殺の要因となり得る生活困窮、孤独・孤立、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性的マ

イノリティ等、関連の分野においても同様の連携の取り組みが展開されています。連携の効果

をさらに高めるため、そうした様々な分野の生きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一

翼を担っているという意識を共有します。

（（３３））対対応応のの段段階階にに応応じじたたレレベベルルごごととのの対対策策のの効効果果的的なな連連動動 

自殺対策は、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベル」、「地域連携の

レベル」、「社会制度のレベル」、それぞれにおいて強力に、かつそれらを総合的に推進していき

ます。

これは、市民の暮らしの場を原点としつつ、「様々な分野の対人支援を強化すること」と、

「対人支援の強化等に必要な地域連携を促進すること」、さらに「地域連携の促進等に必要な

社会制度を整備すること」を一体的なものとして連動して行っていくという考え方（三階層自

殺対策連動モデル：５ページ参照）です。

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」と、

現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、それに自殺や自殺未遂が生じて

しまった場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において施策を講じます。

加えて、「自殺の事前対応のさらに前段階での取り組み」として、学校において、児童生徒等

を対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進します。
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【三階層自殺対策連動モデル】

資料：自殺総合対策推進センター資料

（（４４））実実践践とと啓啓発発をを両両輪輪ととししてて推推進進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の心

情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、

危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、地域全体の共通認

識となるように積極的に普及啓発を行います。

市民一人ひとりが、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、精

神科医等の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、広報活動、教育活動

等の取り組みを推進します。

（（５５））関関係係者者のの役役割割のの明明確確化化とと関関係係者者にによよるる連連携携・・協協働働のの推推進進 

自殺対策が最大限その効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現す

るためには、国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業、市民等が連携・協働し、市をあ

げて自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため、それぞれの主体が果たすべき役

割を明確化、共有化した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築していきます。

（（６６））自自殺殺者者等等のの名名誉誉及及びび生生活活のの平平穏穏にに配配慮慮

自殺対策に関わる者は、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の

平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならない

ことを、改めて認識して自殺対策に取り組みます。
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【自殺総合対策大綱のポイント】

＜自殺総合対策大綱＞令和４年（2022 年）10 月 14日閣議決定

■自殺総合対策の基本理念
誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す

■自殺の現状と自殺総合対策における基本認識
・自殺は、その多くが追い込まれた末の死である
・年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進
・地域レベルの実践的な取組をＰＤＣＡサイクルを通じて推進する

■自殺総合対策の基本方針
１．生きることの包括的な支援をして推進する
２．関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む
３．対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる
４．実践と啓発を両輪として推進する
５．国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明確化し、その連携・協働を推

進する
６．自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する

■自殺総合対策における当面の重点施策
１．地域レベルの実践的な取組への支援を強化する
２．国民一人ひとりの気付きと見守りを促す
３．自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する
４．自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る
５．心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する
６．適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする
７．社会全体の自殺リスクを低下させる
８．自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ
９．遺された人への支援を充実する
10．民間団体との連携を強化する
11．子ども・若者の自殺対策を更に推進する
12．勤務問題による自殺対策を更に推進する
13．女性の自殺対策を更に推進する

■自殺対策の数値目標
先進諸国の現在の水準まで減少させることを目指し、令和８年（2026 年）までに、自殺死亡率を平
成 27 年（2015 年）と比べて 30％以上減少（平成 27 年（2015 年）18.5⇒13.0 以下）
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成 27 年（2015 年）と比べて 30％以上減少（平成 27 年（2015 年）18.5⇒13.0 以下）
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第第３３節節 計計画画のの位位置置付付けけ 
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（令和２年度～令和６年度）
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（平成 30 年度～令和５年度）
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３
０
年
度
～
令
和
９
年
度
）

自殺対策基本法
平成18年 施行
平成28年 一部改正

自殺総合対策大綱
～誰も自殺に追い込まれることのない

社会の実現を目指して～
（令和４年10月14日閣議決定）

第４次福島県自殺対策推進行動計画

（令和４年度～令和８年度）

国

県
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３３ ＳＳＤＤＧＧｓｓのの推推進進 

ＳＤＧｓとは、平成27年（2015 年）９月の国連サミットで採択された平成 28年（2016

年）から令和 12 年（2030 年）までの先進国を含む国際社会全体の開発目標（Sustainable

Development Goals）です。持続可能な世界を実現するための 17 のゴールと 169 のター

ゲットで構成され、地球上の「誰一人取り残さない」包摂性のある社会の実現を目指していま

す。

本計画においても、ＳＤＧｓの目標を踏まえた各施策を推進します。

【本計画が目指すＳＤＧｓの目標】

第１章 いのち支える二本松市自殺対策計画について
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第第 44節節 計計画画のの期期間間 

本計画の計画期間は、平成 30年（2018年）から令和９年（2027年）までの10年間で、

中間年度となる令和４年（2022 年）に中間評価及び見直しを行い、令和５年（2023 年）か

ら令和９年（2027 年）までを後期計画として策定しました。

【計画の期間】

平成
30年度

令和
元年度

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

令和
９年度

第第 55節節 計計画画のの数数値値目目標標 

国の「自殺総合対策大綱」では、令和８年（2026 年）までに、人口 10 万人あたりの自殺

死亡率を平成 27 年（2015 年）と比べて 30％以上減少させることを目標としています。ま

た、福島県の「第４次福島県自殺対策推進行動計画」では、令和８年（2026 年）までに自殺

死亡率を17.3 以下（平成 27年（2015 年）を基準に５年間で20％以上減少）とすることを

目標としています。

本計画においては、国や福島県の目標値を参考とし、令和８年（2026 年）までに自殺死亡

率（人口動態統計）を平成 27 年(2015 年)と比べて 30％以上減少（14.4 以下）させること

を目標とします。

平成27年

(2015 年)

令和 2年

（2020 年）

令和８年

（2026 年）

令和 9年

（2027 年）

自殺死亡率
（人口動態統計）

２０.６ １６.８ １４.４以下 今後検討する

平成 27年比 １００％ ８１.６％ ７０.０％ 今後検討する

調査実施
中間評価
・見直し

二二本本松松市市自自殺殺対対策策計計画画（（後後期期計計画画））（（ＲＲ５５～～ＲＲ９９）） 

二二本本松松市市自自殺殺対対策策計計画画（（前前期期計計画画））（（ＨＨ3300～～ＲＲ４４）） 

評価
・見直し
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第第２２章章 二二本本松松市市のの現現状状とと課課題題 

第第１１節節 ははじじめめにに 

１１ 自自殺殺実実態態のの分分析析ににああたたっってて 

（（１１））自自殺殺にに関関すするる統統計計ににつついいてて 

自殺に関する統計には、主に厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の 2 種類が

あります。

本章の分析にあたっては、厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の両方を使用

するとともに、自殺者数と自殺死亡率の２種類の値を参照しました。なお、両者の統計には以

下のような違いがあります。

なお、本計画は、国・県に沿って厚生労働省「人口動態統計」による自殺死亡率の減少を数

値目標としています。

調査の種類 厚厚生生労労働働省省「「人人口口動動態態統統計計」」 警警察察庁庁「「自自殺殺統統計計」」 

調査対象
日本における日本人
（外国人は含まない）

総人口
（日本における外国人も含む）

調査時点 住所地に基づく死亡時点
発見地に基づく自殺死体発見時点
（正確には認知）

自殺者数の計上方法

・自殺・他殺あるいは事故死のいずれ
か不明のときは自殺以外で処理。

・死亡診断書等について自殺の旨の訂
正報告がない場合は、自殺に計上し
ていない。

・捜査等により自殺であると判明した
時点で計上。

（（２２））自自殺殺にに関関すするる統統計計デデーータタににつついいてて 

①厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」

厚生労働省が、警察庁より提供を受けた「自殺統計」原票データに基づいて集計・公表を行

っています。

■ 自殺者数
「発見地」と「住居地」の２通りでそれぞれ集計しています。

■ 自殺の原因・動機に係る集計
遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を 3つまで計上可能と

しているため、原因・動機特定者の原因・動機の和と原因・動機特定者数とは一致しません。

②地域自殺実態プロファイル

厚生労働大臣指定法人・一般社団法人「いのち支える自殺対策推進センター」において、効

果的な自殺対策を推進していくために、地域の自殺の実態を分析した基礎資料として、本市に

も毎年提供されています。

この基礎資料を基に、自殺対策施策の立案と評価を行っていきます。
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２２ 二二本本松松市市のの自自殺殺のの特特徴徴 

（（１１））二二本本松松市市ににおおけけるる主主なな自自殺殺のの特特徴徴

二本松市（住居地）の平成 28 年（2016 年）から令和２年（2020 年）までの自殺者数は

合計 53 人（男性 37 人、女性 16 人）でした（厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（自殺日・住居地）より集計）。

【地域の主な自殺者の特徴（平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）

＜特別集計（自殺日・住居地）＞】

自殺者の特性上位５区分
自殺者数
(5 年計)

割合
自殺死亡率*

(10 万対)
背景にある主な自殺の危機経路**

1 位:男性 60歳以上無職
同居

8 15.1% 32.4
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み
（疲れ）＋身体疾患→自殺

2位:男性 40～59歳有職
同居

8 15.1% 26.8
配置転換→過労→職場の人間関係の悩
み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺

3位:女性 60歳以上無職
同居

8 15.1% 17.8 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

4位:男性 40～59歳無職
同居

6 11.3% 215.4
失業→生活苦→借金＋家族間の不和→
うつ状態→自殺

5位:男性 20～39歳無職
同居

4 7.5% 105.2

①【30代その他無職】ひきこもり＋家
族間の不和→孤立→自殺／②【20代学
生】就職失敗→将来悲観→うつ状態→
自殺

資料：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省（自殺対策推進室）にて特別集計

順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順としています。

* 自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、平成 27年（2015 年）国勢調査を基に JSCPにて推計したもの。

** 「背景にある主な自殺の危機経路」は、ライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの（詳細は 15ペー

ジ参照）。自殺対策において、自殺の直前の「原因・動機」のさらに背景にある様々な要因に対応することが求められ

ています。示された危機経路は一例です。
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２２ 二二本本松松市市のの自自殺殺のの特特徴徴 

（（１１））二二本本松松市市ににおおけけるる主主なな自自殺殺のの特特徴徴

二本松市（住居地）の平成 28 年（2016 年）から令和２年（2020 年）までの自殺者数は

合計 53 人（男性 37 人、女性 16 人）でした（厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」

（自殺日・住居地）より集計）。

【地域の主な自殺者の特徴（平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）

＜特別集計（自殺日・住居地）＞】

自殺者の特性上位５区分
自殺者数
(5 年計)

割合
自殺死亡率*

(10 万対)
背景にある主な自殺の危機経路**

1 位:男性 60歳以上無職
同居

8 15.1% 32.4
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み
（疲れ）＋身体疾患→自殺

2位:男性 40～59歳有職
同居

8 15.1% 26.8
配置転換→過労→職場の人間関係の悩
み＋仕事の失敗→うつ状態→自殺

3位:女性 60歳以上無職
同居

8 15.1% 17.8 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺

4位:男性 40～59歳無職
同居

6 11.3% 215.4
失業→生活苦→借金＋家族間の不和→
うつ状態→自殺

5位:男性 20～39歳無職
同居

4 7.5% 105.2

①【30代その他無職】ひきこもり＋家
族間の不和→孤立→自殺／②【20代学
生】就職失敗→将来悲観→うつ状態→
自殺

資料：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省（自殺対策推進室）にて特別集計

順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順としています。

* 自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、平成 27年（2015 年）国勢調査を基に JSCPにて推計したもの。

** 「背景にある主な自殺の危機経路」は、ライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの（詳細は 15ペー

ジ参照）。自殺対策において、自殺の直前の「原因・動機」のさらに背景にある様々な要因に対応することが求められ

ています。示された危機経路は一例です。
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【背景にある主な自殺の危機経路】

資料：ライフリンク「自殺実態白書 2013」

※身体疾患、失業、過労、生活苦、家族間の不和、進路に関する悩み、アルコール問題、うつ病など多様な要因が自殺
の経路に含まれています。
自殺で亡くなった人は平均 3.9 個の要因を抱えていました。そして、同じ亡くなり方をしている人はひとりもいま
せんでした。
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（（２２））自自殺殺のの特特性性のの評評価価 

【地域の自殺の特性の評価（平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）】

指標値 ランク

総数*1) 19.1 ★

男性*1) 27.0 ★

女性*1) 11.3 ★

20 歳未満*1) 2.3 ★a

20 歳代*1) 20.3 ★a

30 歳代*1) 20.2 ★a

40 歳代*1) 27.2 ★a

50 歳代*1) 27.8 ★

60 歳代*1) 22.9 ★

70 歳代*1) 25.4 ★

80 歳以上*1) 9.8 -

若年者(20～39 歳)*1) 20.3 ★

高齢者(70 歳以上)*1) 17.7 -

ハイリスク地*3) 106%/+3 -

勤務・経営*2) 18.2 ★a

無職者・失業者*2) 40.1 ★a

自殺手段*4) 35.8% -

*１) 地域における自殺の基礎資料に基づく自殺死亡率（10万対）。

自殺者１人の増減でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*２) 特別集計に基づく 20～59 歳における自殺死亡率（10万対）（公表可能）。

自殺者１人の増減でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*３) 地域における自殺の基礎資料に基づく発見地÷住居地（％）とその差（人）。

自殺者（発見地）１人の減少でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*４) 地域における自殺の基礎資料または特別集計に基づく首つり以外の自殺者の割合（%）。

首つり以外で多いと高い。首つりと首つり以外の自殺者数がともに 5以上であれば、公表可能

（地域における自殺の基礎資料から算出可能な場合の公表は差し支えない）。

※指標値欄に「*」と表示されている場合は、指標を算出していないことを示しています

【ランクの標章】

ランク

★★★／☆☆ 上位 10%以内

★★／☆ 上位 10～20%

★ 上位 20～40%

－ その他

＊＊ 評価せず

※全国の市区町村における当該指標値に基づく順位を評価した

（（３３））二二本本松松市市ににおおけけるる重重点点施施策策 

本市における自殺の特徴の上位３区分の性・年代等の特性と、「背景にある主な自殺の危機

経路」を参考に、地域自殺実態プロファイルにおいて

「高齢者」「生活困窮者」「勤務・経営」 が重点施策として推奨されました。
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（（２２））自自殺殺のの特特性性のの評評価価 

【地域の自殺の特性の評価（平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）】

指標値 ランク

総数*1) 19.1 ★

男性*1) 27.0 ★

女性*1) 11.3 ★

20 歳未満*1) 2.3 ★a

20 歳代*1) 20.3 ★a

30 歳代*1) 20.2 ★a

40 歳代*1) 27.2 ★a

50 歳代*1) 27.8 ★

60 歳代*1) 22.9 ★

70 歳代*1) 25.4 ★

80 歳以上*1) 9.8 -

若年者(20～39 歳)*1) 20.3 ★

高齢者(70 歳以上)*1) 17.7 -

ハイリスク地*3) 106%/+3 -

勤務・経営*2) 18.2 ★a

無職者・失業者*2) 40.1 ★a

自殺手段*4) 35.8% -

*１) 地域における自殺の基礎資料に基づく自殺死亡率（10万対）。

自殺者１人の増減でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*２) 特別集計に基づく 20～59 歳における自殺死亡率（10万対）（公表可能）。

自殺者１人の増減でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*３) 地域における自殺の基礎資料に基づく発見地÷住居地（％）とその差（人）。

自殺者（発見地）１人の減少でランクが変わる場合はランクにａをつけています。

*４) 地域における自殺の基礎資料または特別集計に基づく首つり以外の自殺者の割合（%）。

首つり以外で多いと高い。首つりと首つり以外の自殺者数がともに 5以上であれば、公表可能

（地域における自殺の基礎資料から算出可能な場合の公表は差し支えない）。

※指標値欄に「*」と表示されている場合は、指標を算出していないことを示しています

【ランクの標章】

ランク

★★★／☆☆ 上位 10%以内

★★／☆ 上位 10～20%

★ 上位 20～40%

－ その他

＊＊ 評価せず

※全国の市区町村における当該指標値に基づく順位を評価した

（（３３））二二本本松松市市ににおおけけるる重重点点施施策策 

本市における自殺の特徴の上位３区分の性・年代等の特性と、「背景にある主な自殺の危機

経路」を参考に、地域自殺実態プロファイルにおいて

「高齢者」「生活困窮者」「勤務・経営」 が重点施策として推奨されました。
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第第２２節節 統統計計にに見見るる二二本本松松市市のの現現状状 

１１ 自自殺殺死死亡亡率率のの年年次次推推移移

【人口10万人あたり（全国・県比較）】

本市の人口 10 万人あたりの自殺死亡者数を示す自殺死亡率は、平成 26 年（2014 年）の

26.6 から平成28年（2016年）には 15.7 まで減少しましたが、平成29年（2017 年）に

は一時的に 30.0 まで増加しました。その後再び減少し、令和２年（2020 年）には 16.8 と

なり、福島県19.5 を下回っていますが、全国16.7 をやや上回っています。

２２ 男男女女別別自自殺殺者者数数のの推推移移 

【人口動態統計自殺者数の男女別年次推移】

男女別の自殺者数では、男性が多くなっています。平成 28 年（2016 年）から令和２年

（2020 年）までの５年間累計で見てみると、累計 54 人のうち、男性が 39 人、女性が 15

人、男女比では「男性2.6：女性１」となっています。
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３３ 性性・・年年代代別別自自殺殺割割合合 

【性・年代別自殺割合】

資料：地域自殺実態プロファイルより 地域における自殺の基礎資料
（自殺日・住居地、平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）

※性・年代別の自殺者割合は、全自殺者に占める割合を示す

平成 28年（2016 年）～
令和２年（2020 年）平均

割合

二本松市 全国

総数 100.0% 100.0%

男性 69.8% 68.6%

女性 30.2% 31.4%

男性

20 歳未満 0.0% 1.9%

20 歳代 5.7% 7.6%

30 歳代 11.3% 9.2%

40 歳代 13.2% 12.2%

50 歳代 17.0% 12.0%

60 歳代 13.2% 10.2%

70 歳代 7.5% 8.9%

80 歳以上 1.9% 6.3%

女性

20 歳未満 1.9% 1.0%

20 歳代 3.8% 3.1%

30 歳代 0.0% 3.4%

40 歳代 3.8% 4.7%

50 歳代 1.9% 4.8%

60 歳代 7.5% 4.7%

70 歳代 7.5% 5.2%

80 歳以上 3.8% 4.4%

男性では30歳～60歳代、女性では60歳～70歳代の割合が全国と比べ高くなっています。
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３３ 性性・・年年代代別別自自殺殺割割合合 

【性・年代別自殺割合】

資料：地域自殺実態プロファイルより 地域における自殺の基礎資料
（自殺日・住居地、平成 28年（2016 年）～令和２年（2020 年）合計）

※性・年代別の自殺者割合は、全自殺者に占める割合を示す

平成 28年（2016 年）～
令和２年（2020 年）平均

割合

二本松市 全国

総数 100.0% 100.0%

男性 69.8% 68.6%

女性 30.2% 31.4%

男性

20 歳未満 0.0% 1.9%

20 歳代 5.7% 7.6%

30 歳代 11.3% 9.2%

40 歳代 13.2% 12.2%

50 歳代 17.0% 12.0%

60 歳代 13.2% 10.2%

70 歳代 7.5% 8.9%

80 歳以上 1.9% 6.3%

女性

20 歳未満 1.9% 1.0%

20 歳代 3.8% 3.1%

30 歳代 0.0% 3.4%

40 歳代 3.8% 4.7%

50 歳代 1.9% 4.8%

60 歳代 7.5% 4.7%

70 歳代 7.5% 5.2%

80 歳以上 3.8% 4.4%

男性では30歳～60歳代、女性では60歳～70歳代の割合が全国と比べ高くなっています。
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４４ 性性・・年年齢齢・・職職業業・・同同居居人人のの有有無無別別にに見見たた自自殺殺率率 

【性・年齢・職業・同居人の有無別に見た自殺率】

資料：地域自殺実態プロファイルより 特別集計（自殺日・住居地、平成 28 年（2016 年）
～令和２年（2020 年）合計）

性・年齢・職業・同居人の有無による自殺率を全国と比較すると、男性の「20～39歳・無

職・同居」、「40～59歳・無職・同居」が高くなっています。

自殺者の割合は、男性では「40～59歳・有職・同居」、「40～59歳・無職・同居」、「60

歳以上・無職・同居」、女性では「60歳以上・無職・同居」の割合が高くなっています。

５５ 6600歳歳以以上上のの自自殺殺のの内内訳訳 

【60歳以上の自殺の内訳】

自殺者数 割合 全国割合

同居人の有無 あり なし あり なし あり なし

男性

60歳代 6 1 27.3% 4.5% 14.9% 10.7%

70 歳代 3 1 13.6% 4.5% 15.0% 7.5%

80 歳以上 1 0 4.5% 0.0% 11.3% 4.7%

女性

60 歳代 4 0 18.2% 0.0% 9.0% 2.9%

70 歳代 3 1 13.6% 4.5% 8.9% 4.1%

80 歳以上 2 0 9.1% 0.0% 7.0% 4.1%

合計 22 100% 100%

資料：地域自殺実態プロファイルより 特別集計（自殺日・住居地、平成 28年（2016 年）
～令和２年（2020 年）合計）

※高齢者（65歳以上）の多くが無職のため、性・年代別の同居者の有無を示した

全国と比べ、男性では「60歳代・同居」、女性では「60歳代・７０歳代・同居」の割合が

高くなっています。
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６６ 有有職職者者のの自自殺殺のの内内訳訳 

【有職者の自殺の内訳】

職業 自殺者数 割合 全国割合

自営業・家族従業者 3 13.6% 18.2%

被雇用者・勤め人 19 86.4% 81.8%

合計 22 100.0% 100%

資料：地域自殺実態プロファイルより 特別集計（自殺日・住居地、平成 28年（2016 年）
～令和２年（2020 年）合計）

※性・年齢・同居の有無の不詳を除く

「被雇用者・勤め人」の割合が、全国と比べるとやや高くなっています。

第第３３節節 アアンンケケーートトにに見見るる二二本本松松市市のの現現状状 

１１ 調調査査概概要要 

（（１１））調調査査のの目目的的

令和５年度（2023年度）からの「二本松市健康増進計画・食育推進計画」、「二本松市自殺

対策計画」の策定にあたり、二本松市民の健康・食育等に関する状況や考え等を把握すること

を目的として調査を実施しました。

（（２２））調調査査期期間間

令和３年（2021 年）12月１日～17日

（（３３））調調査査対対象象・・抽抽出出方方法法 

調査対象 抽出方法

一般（18～79 歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいの 18 歳から 79歳ま

での方から、無作為に抽出

高校生（15～17 歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいの高校生の方あるいは

高校生相当の年齢の方から、無作為に抽出

中学生（12～14 歳） 二本松市内の中学校に通う１～３年生の生徒からクラス単位で抽出

小学生（10～11 歳） 二本松市内の小学校に通う５・６年生の児童からクラス単位で抽出

小学生保護者（６～11歳）

以下の①・②の合計

①二本松市内の小学校に通う１～４年生の児童を持つ保護者からクラス単位で抽出

②小学生調査の対象となった５・６年生の児童を持つ保護者全員

乳幼児保護者（０～５歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいで、乳幼児のお子さん

をお持ちの保護者の方から、無作為に抽出
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６６ 有有職職者者のの自自殺殺のの内内訳訳 

【有職者の自殺の内訳】

職業 自殺者数 割合 全国割合

自営業・家族従業者 3 13.6% 18.2%

被雇用者・勤め人 19 86.4% 81.8%

合計 22 100.0% 100%

資料：地域自殺実態プロファイルより 特別集計（自殺日・住居地、平成 28年（2016 年）
～令和２年（2020 年）合計）

※性・年齢・同居の有無の不詳を除く

「被雇用者・勤め人」の割合が、全国と比べるとやや高くなっています。

第第３３節節 アアンンケケーートトにに見見るる二二本本松松市市のの現現状状 

１１ 調調査査概概要要 

（（１１））調調査査のの目目的的

令和５年度（2023年度）からの「二本松市健康増進計画・食育推進計画」、「二本松市自殺

対策計画」の策定にあたり、二本松市民の健康・食育等に関する状況や考え等を把握すること

を目的として調査を実施しました。

（（２２））調調査査期期間間

令和３年（2021 年）12月１日～17日

（（３３））調調査査対対象象・・抽抽出出方方法法 

調査対象 抽出方法

一般（18～79 歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいの 18 歳から 79歳ま

での方から、無作為に抽出

高校生（15～17 歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいの高校生の方あるいは

高校生相当の年齢の方から、無作為に抽出

中学生（12～14 歳） 二本松市内の中学校に通う１～３年生の生徒からクラス単位で抽出

小学生（10～11 歳） 二本松市内の小学校に通う５・６年生の児童からクラス単位で抽出

小学生保護者（６～11歳）

以下の①・②の合計

①二本松市内の小学校に通う１～４年生の児童を持つ保護者からクラス単位で抽出

②小学生調査の対象となった５・６年生の児童を持つ保護者全員

乳幼児保護者（０～５歳）
令和３年（2021 年）10 月１日現在で、二本松市にお住まいで、乳幼児のお子さん

をお持ちの保護者の方から、無作為に抽出
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（（４４））回回収収結結果果 

種別
各区分に

相当する人口※ 配付数 回収数 有効回収数 有効回収率

一般

（18～79 歳）
39,885 人 2,800 件

郵送

WEB

1,216

134
1,346 件 48.1％

高校生

（15～17 歳）
1,423 人 1,100 件

郵送

WEB

420

80
492 件 44.7％

中学生

（12～14 歳）
1,337 人 569 件

郵送

WEB

550

－
550 件 96.7％

小学生

（10～11 歳）
810 人 395 件

郵送

WEB

389

－
385 件 97.5％

小学生保護者

（６～11歳）
2,378 人 1,187 件

郵送

WEB

1,138

－
1,130 件 95.2％

乳幼児保護者

（０～５歳）
2,005 人 400 件

郵送

WEB

193

34
227 件 56.8％

※人口は、令和３年（2021年）４月１日時点の年齢基準を基に住民基本台帳人口より掲載

（（５５））報報告告書書のの見見方方 

●調査数（n＝Number of cases）とは、回答者総数あるいは分類別の回答者数のことです。

●比率（％）は全て「調査数」を基数として算出しています。表示は小数点第２位で四捨五入

し、第１位までとなっており、そのため比率の合計が 100％を上下する場合があります。

●回答者が２つ以上の回答をすることができる質問（複数回答）でも比率は同様に算出してい

るため、回答合計は回答者数（100％）を超える場合があります。

●調査票における設問及び選択肢の語句等を一部簡略化している場合があります。
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２２ アアンンケケーートト結結果果 

（（１１））気気分分のの落落ちち込込みみやや精精神神的的なな疲疲れれをを感感じじるる頻頻度度

○気分の落ち込みや精神的な疲れを感じる頻度について、全体では「ときどき感じている」が

49.7％と最も多く、「頻繁に（よく）感じている」（15.1％）を合わせた“感じている”は

64.8％となっています。一方、「あまり感じない」（19.3％）、「まったく感じない」（9.0％）

を合わせた“感じない”は 28.3％となっています。

○小学生では“感じている”（46.3％）と“感じない”（44.5％）が半々となっています。

○中学生では“感じている”が69.8％、高校生では 73.8％となっています。

○気分の落ち込みや精神的な疲れを感じる頻度については、「ときどき感じている」が47.9％

と最も多く、「頻繁に感じている」（9.0％）を合わせた“感じている”は56.9％となってい

ます。一方、「あまり感じない」（31.4％）、「まったく感じない」（6.9％）を合わせた“感じ

ない”は38.3％となっています。

9.0 47.9 31.4 6.9 3.6

1.3

ｎ

(1,346)

(%)

頻頻

繁繁

にに

感感

じじ

てて

いい

るる

とと

きき

どど

きき

感感

じじ

てて

いい

るる ああ

まま

りり

感感

じじ

なな

いい

まま
っっ

たた

くく

感感

じじ

なな

いい

わわ

かか

らら

なな

いい

無無

回回

答答

成人（青年期・

壮年期・高齢期）

全全  体体 (1,427)

小学生 (385)

中学生 (550)

高校生 (492)

7.3

16.7

19.5

39.0

53.1

54.3

24.2

16.4

18.7

20.3

6.4

3.0

8.8

5.1

3.0

0.5

2.4

1.4

(%)
ｎ

15.1 49.7 19.3 9.0 5.4

1.5

(%)

頻頻

繁繁

にに
（（

よよ

くく
））

感感

じじ

てて

いい

るる

とと

きき

どど

きき

感感

じじ

てて

いい

るる

ああ

まま

りり

感感

じじ

なな

いい

まま
っっ

たた

くく

感感

じじ

なな

いい わわ

かか

らら

なな

いい

無無

回回

答答

学童期・

思春期



第２章 二本松市の現状と課題

20

２２ アアンンケケーートト結結果果 

（（１１））気気分分のの落落ちち込込みみやや精精神神的的なな疲疲れれをを感感じじるる頻頻度度

○気分の落ち込みや精神的な疲れを感じる頻度について、全体では「ときどき感じている」が

49.7％と最も多く、「頻繁に（よく）感じている」（15.1％）を合わせた“感じている”は

64.8％となっています。一方、「あまり感じない」（19.3％）、「まったく感じない」（9.0％）

を合わせた“感じない”は 28.3％となっています。

○小学生では“感じている”（46.3％）と“感じない”（44.5％）が半々となっています。

○中学生では“感じている”が69.8％、高校生では 73.8％となっています。

○気分の落ち込みや精神的な疲れを感じる頻度については、「ときどき感じている」が47.9％

と最も多く、「頻繁に感じている」（9.0％）を合わせた“感じている”は56.9％となってい

ます。一方、「あまり感じない」（31.4％）、「まったく感じない」（6.9％）を合わせた“感じ

ない”は38.3％となっています。

9.0 47.9 31.4 6.9 3.6

1.3

ｎ

(1,346)

(%)

頻頻

繁繁

にに

感感

じじ

てて

いい

るる

とと

きき

どど

きき

感感

じじ

てて

いい

るる ああ

まま

りり

感感

じじ

なな

いい

まま
っっ

たた

くく

感感

じじ

なな

いい

わわ

かか

らら

なな

いい

無無

回回

答答

成人（青年期・

壮年期・高齢期）

全全  体体 (1,427)

小学生 (385)

中学生 (550)

高校生 (492)

7.3

16.7

19.5

39.0

53.1

54.3

24.2

16.4

18.7

20.3

6.4

3.0

8.8

5.1

3.0

0.5

2.4

1.4

(%)
ｎ

15.1 49.7 19.3 9.0 5.4

1.5

(%)

頻頻

繁繁

にに
（（

よよ

くく
））

感感

じじ

てて

いい

るる

とと

きき

どど

きき

感感

じじ

てて

いい

るる

ああ

まま

りり

感感

じじ

なな

いい

まま
っっ

たた

くく

感感

じじ

なな

いい わわ

かか

らら

なな

いい

無無

回回

答答

学童期・

思春期
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（（２２））悩悩みみややスストトレレススをを感感じじたたとときき、、相相談談すするるここととににたためめららいいをを感感じじるるかか 

○悩みやストレスを感じたとき、相談することにためらいを感じるかについては、「そうは思

わない」が28.2％と最も多く、「どちらかというとそうは思わない」（24.9％）を合わせた

“そう思わない”は53.1％となっています。一方、「そう思う」（12.0％）、「どちらかとい

うとそう思う」（25.8％）を合わせた“そう思う”は 37.8％となっています。

（（３３））相相談談すするるここととににたためめららいいをを感感じじるる理理由由  

○相談することにためらいを感じる理由については、「自分で解決できるかもしれないと思っ

た」が 46.3％と最も多く、以下「相談することがおっくうだと思った」（27.6％）、「誰に（ど

こに）相談すれば良いか迷った」（25.3％）、「上手く話せないのではないかと思った」

（25.1％）、「プライバシーが守られるか不安だった」（24.3％）となっています。

12.0 25.8 24.9 28.2 5.1 4.0

ｎ

(1,346)

(%)

そそ

うう

思思

うう

どど

ちち

らら

かか

とと

いい

うう

とと

そそ

うう

思思

うう

どど

ちち

らら

かか

とと

いい

うう

とと

そそ

うう

はは

思思

わわ

なな

いい

そそ

うう

はは

思思

わわ

なな

いい

わわ

かか

らら

なな

いい

無無

回回

答答

成人（青年期・

壮年期・高齢期）

n=(577)  

自自分分でで解解決決ででききるるかかももししれれなないいとと思思っったた

相相談談すするるここととががおおっっくくううだだとと思思っったた

誰誰にに（（どどここにに））相相談談すすれればば良良いいかか迷迷っったた

上上手手くく話話せせなないいののででははなないいかかとと思思っったた

ププラライイババシシーーがが守守らられれるるかか不不安安だだっったた

相相談談すするるののがが恥恥ずずかかししいいとと思思っったた

話話ししたたくくなないい内内容容をを聞聞かかれれるるののででははなないいかかとと心心配配にに

ななっったた

逆逆にに責責めめらられれるるののででははなないいかか不不安安ににななっったた

そそのの他他

無無回回答答

46.3

27.6

25.3

25.1

24.3

18.4

15.9

13.7

8.3

1.9

0 10 20 30 40 50 (%)

成人（青年期・

壮年期・高齢期）
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（（４４））解解決決がが難難ししいい困困難難にに直直面面ししたたととききにに、、乗乗りり越越ええるるたためめにに必必要要ななこことと 

○解決が難しい困難に直面したときに、乗り越えるために必要なことについては、「心の支え

となる人間関係」（60.8％）と「相談に乗ってくれる人」（60.3％）がともに多く、以下「対

応方法を知る機会」（25.7％）、「気づき声をかけてくれる人」（25.0％）、「相談できる公的

機関」（24.1％）となっています。

n=(1,346)  

心心のの支支ええととななるる人人間間関関係係

相相談談にに乗乗っっててくくれれるる人人

対対応応方方法法をを知知るる機機会会

気気づづきき声声ををかかけけててくくれれるる人人

相相談談ででききるる公公的的機機関関

そそのの他他

無無回回答答

60.8

60.3

25.7

25.0

24.1

2.9

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

成人（青年期・

壮年期・高齢期）
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（（４４））解解決決がが難難ししいい困困難難にに直直面面ししたたととききにに、、乗乗りり越越ええるるたためめにに必必要要ななこことと 

○解決が難しい困難に直面したときに、乗り越えるために必要なことについては、「心の支え

となる人間関係」（60.8％）と「相談に乗ってくれる人」（60.3％）がともに多く、以下「対

応方法を知る機会」（25.7％）、「気づき声をかけてくれる人」（25.0％）、「相談できる公的

機関」（24.1％）となっています。

n=(1,346)  

心心のの支支ええととななるる人人間間関関係係

相相談談にに乗乗っっててくくれれるる人人

対対応応方方法法をを知知るる機機会会

気気づづきき声声ををかかけけててくくれれるる人人

相相談談ででききるる公公的的機機関関

そそのの他他

無無回回答答

60.8

60.3

25.7

25.0

24.1

2.9

5.1

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

成人（青年期・

壮年期・高齢期）
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（（５５））悩悩みみややつつららいい気気持持ちちをを受受けけ止止めめ、、耳耳をを傾傾けけててくくれれるる人人 

○悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人について、小学生では「いっしょに住

んでいる家族」が 73.2％と最も多く、以下「友だち」（67.0％）、「学校の先生」（32.7％）

となっています。

○中学生、高校生全体では「友人」が75.4％と最も多く、以下「同居の親族（家族）」（67.8％）、

「学校の先生」（26.6％）、「『同居の親族（家族）』以外の親族」（13.3％）となっています。

中学生、高校生では１位から同順となっており、３位の「学校の先生」では中学生が 35.5％

と高校生（16.7％）より 18.8 ポイント上回っています。

≪小学生≫

≪中学生・高校生≫

友友人人

同同居居のの親親族族（（家家族族））

学学校校のの先先生生

「「同同居居のの親親族族（（家家族族））」」以以外外のの親親族族

近近所所のの知知りり合合いい

そそのの他他

いいなないい

無無回回答答

75.4

67.8

26.6

13.3

1.2

2.8

5.8

2.0

72.4

66.4

35.5

14.0

1.3

3.1

6.0

2.5

78.9

69.3

16.7

12.6

1.0

2.4

5.5

1.4

0 20 40 60 80 100

全 体 n=(1,042)  

中学生 n=(550)  

高校生 n=(492)  

(%)

n=(385)  

いいっっししょょにに住住んんででいいるる家家族族

友友だだちち

学学校校のの先先生生

いいっっししょょにに住住んんででいいるる家家族族以以外外のの親親せせきき

近近所所のの知知りり合合いい

そそのの他他

いいなないい

無無回回答答

73.2

67.0

32.7

7.3

1.0

3.4

7.5

0.5

0 20 40 60 80 100 (%)(%)

学童期・

思春期
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○悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人については、「同居の親族（家族）」が

64.0％と最も多く、以下「友人」（42.9％）、「『同居の親族（家族）』以外の親族」（27.0％）、

「職場の同僚等」（19.8％）となっています。

○性別に見ると、女性は「『同居の親族（家族）』以外の親族」が 20.8 ポイント、「友人」が

19.3 ポイント男性を上回っています。一方、男性は「いない」が女性を 8.8 ポイント上回

っています。

○前回調査と比較すると、「いない」人の割合では男性は0.3 ポイント増加、女性は0.4 ポイ

ント減少しています。

（上段：件　下段：％）

調

査

数

同

居

の

親

族
（

家

族
）

友

人

「

同

居

の

親

族
（

家

族
）

」

以

外

の

親

族

職

場

の

同

僚

等

近

所

の

知

り

合

い

そ

の

他

い

な

い

無

回

答

全  体 1,346 862 577 364 266 71 30 130 26

100.0 64.0 42.9 27.0 19.8 5.3 2.2 9.7 1.9

性別

男性 616 389 200 98 106 27 15 89 12

100.0 63.1 32.5 15.9 17.2 4.4 2.4 14.4 1.9

女性 720 467 373 264 160 42 15 40 13

100.0 64.9 51.8 36.7 22.2 5.8 2.1 5.6 1.8

ライフステージ
平成29（2017）年度

現状値

令和９（2027）年度

目標値

不満や悩み等を相談できる相手がいない人の割合

青年期以上（18歳以上）男性
青年期
壮年期
高齢期

14.1% 10.0%

青年期以上（18歳以上）女性
青年期
壮年期
高齢期

6.0% 4.0%

評価指標

【前回調査】

n=(1,346)  

同同居居のの親親族族（（家家族族））

友友人人

「「同同居居のの親親族族（（家家族族））」」以以外外のの親親族族

職職場場のの同同僚僚等等

近近所所のの知知りり合合いい

そそのの他他

いいなないい

無無回回答答

64.0

42.9

27.0

19.8

5.3

2.2

9.7

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)

成人（青年期・

壮年期・高齢期）
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○悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人については、「同居の親族（家族）」が

64.0％と最も多く、以下「友人」（42.9％）、「『同居の親族（家族）』以外の親族」（27.0％）、

「職場の同僚等」（19.8％）となっています。

○性別に見ると、女性は「『同居の親族（家族）』以外の親族」が 20.8 ポイント、「友人」が

19.3 ポイント男性を上回っています。一方、男性は「いない」が女性を 8.8 ポイント上回
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（（６６））こここころろのの悩悩みみのの相相談談機機関関とと相相談談方方法法のの認認知知度度 

○こころの悩みの相談機関と相談方法の認知度について、全体では「学校やスクールカウンセ

ラーへの相談」が64.8％と最も多く、以下「電話相談（いのちの電話、よりそいホットライ

ン等）」（55.4％）、「ＳＮＳ相談（よりそいチャット、こころのホットチャット等）」（28.9％）、

「医療機関への相談」（16.5％）となっています。なお、「知らない」は22.0％となってい

ます。

○小学生では「電話相談（いのちの電話、よりそいホットライン等）」が 55.8％と最も多く、

以下「学校やスクールカウンセラーへの相談」（38.7％）、「ＳＮＳ相談（よりそいチャット、

こころのホットチャット等）」（24.9％）となっています。

○中学生、高校生では「学校やスクールカウンセラーへの相談」（中：70.2％、高：79.3％）

が最も多く、以下「電話相談（いのちの電話、よりそいホットライン等）」（中：51.3％、高：
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電電話話相相談談（（いいののちちのの電電話話、、よよりりそそいいホホッットトラライインン
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ＳＳＮＮＳＳ相相談談（（よよりりそそいいチチャャッットト、、こここころろののホホッットトチチャャッッ

トト等等））

医医療療機機関関へへのの相相談談

県県のの相相談談機機関関（（保保健健所所、、精精神神保保健健福福祉祉セセンンタターー

等等））へへのの相相談談

市市のの相相談談機機関関（（市市内内各各保保健健セセンンタターー））へへのの相相談談

知知ららなないい
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○こころの悩みの相談機関と相談方法の認知度については、「電話相談（いのちの電話、よりそ

いホットライン等）」が 46.9％と最も多く、以下「医療機関への相談」（29.7％）、「市の相

談機関（市内各保健センター）への相談」（28.7％）、「県の相談機関（保健所、精神保健福

祉センター等）への相談」（17.8％）、「学校やスクールカウンセラーへの相談」（17.1％）

となっています。なお、「知らない」は 31.4％となっています。

（（７７））自自殺殺予予防防週週間間・・自自殺殺対対策策強強化化月月間間のの広広報報活活動動ににつついいてて 

○自殺予防週間・自殺対策強化月間の広報活動については、「広報で見た事がある」が 39.2％

と最も多く、以下「公共施設で見た事がある」（19.2％）、「商業施設（スーパー等）でポス

ターやちらしを見た事がある」（11.9％）となっています。なお、「見聞きしたことがない」

は 45.1％となっています。

n=(1,346)  

広広報報でで見見たた事事ががああるる

公公共共施施設設でで見見たた事事ががああるる

商商業業施施設設（（ススーーパパーー等等））ででポポススタターーややちちららししをを見見たた事事

ががああるる

市市ののホホーームムペペーージジでで見見たた事事ががああるる

図図書書館館ででポポススタターーややちちららししをを見見たた事事ががああるる

見見聞聞ききししたたここととががなないい

無無回回答答
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5.1

3.0

45.1

2.6

0 10 20 30 40 50 (%)

n=(1,346)  
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県県のの相相談談機機関関（（保保健健所所、、精精神神保保健健福福祉祉セセンンタターー等等））
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等等））

知知ららなないい
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（（８８））ゲゲーートトキキーーパパーーのの認認知知 

○ゲートキーパーの認知度については、「聞いたことはない」が79.7％と最も多く、以下「聞

いたことはあったが、意味は知らなかった」（10.3％）、「聞いたことがあり、意味も知って

いた」（7.9％）となっています。
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第第４４節節 自自殺殺対対策策ににおおけけるる現現状状とと課課題題 

１１ 属属性性別別にに見見たた傾傾向向とと課課題題 

（（１１））6600歳歳以以上上のの同同居居高高齢齢者者、、4400～～5599歳歳男男性性のの有有職職・・無無職職者者のの自自殺殺者者数数がが多多いい

傾 向

本市の自殺者数が最も多い区分は、「男性60歳以上無職同居」・「男性40～59歳有職

同居」・「女性 60歳以上無職同居」（自殺死亡率が高い順）であり、「男性 40～59歳無

職同居」、「男性 20～39歳無職同居」は自殺者数はやや少ないが、自殺死亡率は高くなっ

ています。

課 題

・高齢者対策を重点施策として取り組んでいくとともに、中高年男性・若年層への自殺予防

対策を行っていく必要があります。

・多くに同居家族いる状況であるため、家族が相談しやすい環境づくりが必要です。

（（２２））経経済済・・生生活活、、健健康康、、家家庭庭、、仕仕事事・・人人間間関関係係のの問問題題がが原原因因のの人人がが多多いい 

傾 向

自殺の背景にある危機経路を見ると、男性は、失業・退職から「経済・生活」問題が起き、

「家庭」や「健康」問題が重なっていくことでうつ状態となる経路が多い状況です。男性有

職者では、配置転換による過労があり、「仕事・人間関係」の問題が背景に見えます。女性

では、60歳以上の方で「健康」問題からうつ状態につながっていく背景があります。

課 題

・自殺の実態に即し、生活困窮者自立支援制度との連携、介護等の家庭問題への支援、職場

のメンタルヘルスの推進など産業団体等との連携等、様々な機関が連携を図り、社会全体

の自殺リスクを低下させる取り組みが必要です。

（（３３））無無職職・・男男性性のの自自殺殺死死亡亡率率がが高高いい 

傾 向

全国と比べ、20～59歳の現役世代での無職・男性の自殺死亡率が高い。安定した仕事が

なく、生活等の不安定さが起きている可能性が考えられます。相談しづらい、相談する場所

がわからない等の要因があることも考えられます。

課 題

・生活困窮者自立支援制度、ひきこもり支援等との連携、地域における相談窓口情報等の発

信や、市民一人ひとりの気づきと見守りを促す環境づくりが必要です。
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全国と比べ、20～59歳の現役世代での無職・男性の自殺死亡率が高い。安定した仕事が
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２２ アアンンケケーートトかからら見見たた傾傾向向とと課課題題 

（（１１））生生ききるるここととのの促促進進要要因因へへのの支支援援

アンケート 「気分の落ち込み・精神的な疲れを感じる頻度」
「相談することへのためらい」

傾 向

「生きづらさ」を感じ、何らかの困りごとや不安を抱えていて、安心した気持ちで日常生

活を送れていない方がいると考えられます。生きづらさから生じるストレス、その先にある

心の病や自殺は、誰にでも起こり得ることです。

援助希求を妨げる因子として、「自分で解決できるかもしれない」「相談したら逆に責め

られるのでは」という気持ちがあります。相談をためらい、悩みを相談せず自分一人で解決

しようと抱え込んでしまう場合も少なくありません。

中高生の思春期においては、精神発達が未分化なこともあり、不安と抑うつが密接に関連

します。そして、心の不調に自分で気づくことは難しい場合が少なくありません。

課 題

・援助希求しやすい環境づくり

その環境づくりは、専門家だけではなく、あらゆる立場･役割の人ができることから取

り組むことが大切です。普及・啓発事業等で、援助希求を肯定的に捉えるメッセージを発

信しつづけることが重要となります。

・相談機会の啓発・周知

自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取り組みに加えて、「生きることの促進

要因」を増やす取り組みを行うことです。

「生きることの促進要因」となる様々な相談機会の情報を発信していくことが重要です。
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す。相談を受ける様々な窓口・機関において、生活困窮や自殺リスク増加の端緒となる事

象を把握した場合に、連携して支援を行う必要があります。
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（（２２））市市民民一一人人ひひととりりのの気気づづききとと見見守守りりをを促促すす環環境境づづくくりり 

アンケート 「困難に直面したとき、乗り越えるために必要なこと」
「悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人」

傾 向

自分では解決が難しい困難は、人の助けが必要な問題に直面しているということです。こ

のような場面で周囲にＳＯＳを出すことができない場合、人の行動の選択肢は狭まってしま

います。アンケートからは、困難を乗り越えるためには、「こころの支えとなる人間関係」、

「相談に乗ってくれる人」が必要であり、その人は、「家族（親族）」「友人」であること

が見えてきました。しかし、困難を乗り越えるために必要な人がいないと答えた人は、大人

も子どもにも少なからずいます。

「ありのままの自分」を他者に受け入れてもらえる（基本的信頼関係）という経験は、困

難に直面したときに助けを求める、本来持っている力を引き出す源になります。

課 題

・子ども・若者の自殺対策の推進

児童生徒が、困難やストレスへの対処方法を身に付けるための教育の推進、不安や悩み

を打ち明けられるような環境を整えていくことが重要です。

また、貧困等の家庭環境から起こる様々な問題が自殺のリスク要因となりかねないため、

生活困窮や児童虐待支援との連携や、若者をはじめとする市民の孤立を防ぐための居場所

づくりが重要です。

・孤独・孤立を防ぐ

様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対しての早期の「気づき」が重要であり、「気

づき」のための人材育成を推進していく必要があります。庁内各部署・関係機関、地域住

民へ、ゲートキーパーとしての意識を持っていただき、専門性の有無にかかわらず、それ

ぞれの立場でできることから進んで行動を起こしていくことが自殺対策につながります。

また、孤独・孤立を防ぐために、若者をはじめとする市民の孤立を防ぐための居場所づ

くりを推進していくことが重要です。

（（３３））市市民民へへのの啓啓発発とと周周知知 

アンケート 「相談機関・相談方法の認知度」
「自殺予防週間・自殺対策強化月間、ゲートキーパー認知度」

傾 向

相談機関・相談方法を知らない人が 31.4％、知っている人の中でも電話相談は 46.9％、

医療機関・市相談機関・学校などの相談機関は 17～29％であったが、ＳＮＳ相談は 9.6％

と認知度が低い状況でした。

自殺予防週間・自殺対策強化月間については、見聞きしたことない人が 45.1％、ゲート

キーパーを聞いたことない人が79.7％と認知度はまだまだ低い状況でした。
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課 題

・相談窓口の周知と充実

自殺に追い込まれる危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、危機に陥った場合には

誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共通認識となるように、

相談窓口の普及啓発を積極的に行うとともに、相談体制の充実を図っていく必要がありま

す。

・メンタルヘルスリテラシー1の向上

自殺の多くは、最終的にうつ病等の精神的な変調をきたした状態で行われます。

地域の中では、心に不調や病気が存在することを知らない、あるいはどんな症状があり

どう対処したらいいかわからない現状があると考えられます。心の不調を理解し、できる

だけ早期にキャッチして対処する、地域のメンタルヘルスリテラシーの向上が重要です。

こころの健康づくり施策と連携し取り組みを推進します。

３３ 次次期期計計画画にに向向けけててのの課課題題 

・自殺対策に関する正しい知識を庁内各部署・関係機関が共有すること。

・庁内各部署・関係機関が、それぞれの立場で自殺対策を推進するとともに、効果的な連携

体制を構築すること。

  ➡ 自殺対策に関する地域のセーフティネット（“気づき”と“つながり”）を構築していく

ことが重要です。

    専門家でなくてもできることを知り、各部署で実施されている事業に自殺対策の視点を加

えることが、地域住民への「生きる支援」になります。自殺を防ぐ「生きることの促進要因」

が増強されることで、セーフティネットがよりきめ細やかになっていくことが自殺対策の推

進につながります。

    次期計画に向けて、庁内各部署・関係機関との情報収集や意見交換を行いながら、連携体

制の構築を検討していく必要があります。

                           
1 メンタルヘルスリテラシー…自分にあった心の健康情報を探し、わかって（理解し、評価した上で）、使える力のこ

と。
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第第３３章章 前前計計画画のの振振返返りり 

第第１１節節 前前計計画画ににおおけけるる取取りり組組みみのの成成果果とと課課題題 

前期計画の評価については、平成 28 年（2016 年）実績値と令和３年（2021 年）実績値

を基に達成率を算出し、A～Eの５段階で評価しました。

評価 判定基準 達成率

A 目標達成 100％以上

B ５割以上達成 50～100％未満

C ５割未満達成 １～49％

D マイナス傾向 ０％以下

E 評価困難（平成 28年（2016 年）実績値と令和 3年（2021 年）
実績値の算出方法が異なる場合等）

－

前期計画の評価結果は、6項目のうち4項目が『Dマイナス傾向』となっており、目標を達

成したのは１項目です。

【評価結果】

分野 項目 A B C D E

こころの健康 6
1 0 1 4 0

17.0% 0.0% 17.0% 67.0% 0.0%

ライフステージ
平成28年

(2016年)実績値
令和3年

(2021年)現状値
H28→
R3変化

令和9年
(2027年)目標値

評価 出典

全年齢 15.7 (R2)16.8 ↓ (R8)14.4 D 人口動態統計

青年期・壮年期・高齢期 143人 166人 ↑ 400人 C 市調べ(健康増進課)

ストレスを感じた人の割合(「とても強く感じる」)

中学生 中学生 13.8% 14.2% ↓ 11.0% D

高校生 高校生 13.0% 13.0% → 10.0% D

青年期・壮年期 19.0% 20.2% ↓ 15.0% D

青年期・壮年期・高齢期 5.0% 3.0% ↑ 3.5% A 市健康と生活習慣調査

市健康と生活習慣調査

自殺率(10万人対)

評価指標

ゲートキーパー養成講座の
受講者数

青年期・壮年期

ストレスを感じている人の
中で、ストレスに対する対
処法を持っていない人の割
合(青年期以上)

達成率＝（令和３年現状値－平成 28年実績値）÷（令和９年目標値－平成 28 年実績値）×100

※令和９年目標値が「増加」「減少」等としている場合については、平成 28 年実績値から 10％増減とした値

を令和９年目標値に設定し、増減とした値が 100％や 0.0％を超える場合、100％、0.0％に設定しました。
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前計画の施策を、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において、全ての自治体で取

り組むことが望ましいとされた「基本施策」と、「地域自殺実態プロファイル」により示された

「重点施策」に整理しました。

１１ 基基本本施施策策 

計画における項目 令和３年度までの実施内容 令和３年度までの実施状況 担当課

関係機関と連携し、精神的なサ
ポートを行います。

生活困窮者に対する自立相談支援事業
自立相談支援事業を核とした各種事業を
活用し、自立へ向けた支援を行った。

福祉課

周囲の人のこころの異常に気づ
くことのできるゲートキーパー
を養成します。

ゲートキーパー養成講座 養成講座受講者　166人 健康増進課

こころの相談や困りごとや各種
生活相談窓口について情報を提
供します。

①相談窓口・こころの健康に関する
　リーフレット等の配布、ポスター
　掲示
②市ウェブサイト・広報誌での普及

①市内企業、乳幼児健診保護者、人間
　ドック結果通知者等へリーフレット
　等を配付
②こころの健康に関する情報提供

健康増進課

こころの健康を維持するための
普及啓発を行います。

こころの健康づくり講座 年1回以上実施 健康増進課

企業等に働きかけ、職場におけ
るメンタルヘルス対策の推進を
進めます。

相談窓口・こころの健康に関するリーフ
レット等の配布、ポスター掲示

市内企業にリーフレット等を配付 健康増進課

引きこもり傾向にある児童への支援
訪問適応指導を実施し、学校復帰への意
欲を高める支援

学校教育課

出産・子育てに関する地域情報の提供

①子育て支援アプリ
②子育て世代包括支援センター
③子育てハンドブック作成
④子育て相談の実施
⑤地域子育て支援センター
⑥家庭児童相談室

健康増進課
子育て支援課

養育支援が必要な家庭について
は、関係機関と連携し、継続的
な支援へとつなげます。

継続的な養育支援
①乳幼児訪問指導
②養育支援訪問

健康増進課
子育て支援課

　基基本本施施策策１１　地地域域ににおおけけるるネネッットトワワーーククのの強強化化

　基基本本施施策策２２　自自殺殺対対策策をを支支ええるる人人材材のの育育成成

　基基本本施施策策３３　住住民民へへのの啓啓発発とと周周知知

　基基本本施施策策４４　生生ききるるここととのの促促進進要要因因へへのの支支援援

出産・子育てに関する地域の情
報を提供するとともに、子育て
に関する相談に応じ、必要に応
じて関係機関につなげます。
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計画における項目 令和３年度までの実施内容 令和３年度までの実施状況 担当課

高齢者の生きがいづくりに向け
て、地域で自主的に運営する
「通いの場」を支援します。

団体への運営支援

[支援回数]
新規団体：5団体（17回）
継続団体：5団体（15回）
合計32回
(令和3年度)

高齢福祉課

高齢者の介護予防の推進に向け
て、「通いの場」の重要性を普
及していきます。

介護予防サポーター養成講座 年1回実施 高齢福祉課

専門家による健康相談を実施
し、関係機関へつなぎます。

こころの健康相談 臨床心理士・保健師による個別相談 健康増進課

高齢者やその家族に対する相談
を実施します。

包括支援センターを対象とした研修会
新型コロナウイルスの影響で開催が難し
い時期には個別相談で対応している。

高齢福祉課

困りごとや各種生活相談窓口に
ついて情報提供をします。

消費生活センター なりすまし詐欺、多重債務への相談 生活環境課

東京電力福島第一原発等の事故
によるストレスを抱えている人
のこころのケアに向けた情報を
提供します。

放射線学習会 市放射線アドバイザーによる学習会 健康増進課

関係機関と連携し、精神的なサ
ポートを行います。

自殺企図のある方への相談
個別対応で実施
継続的な支援のためのネットワーク作り
はできていない。

健康増進課

自死遺族に対するこころのケア
に取り組みます。

自死遺族への相談
個別対応で実施
継続的な支援のためのネットワーク作り
はできていない。

健康増進課

スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカーの配置を
継続し、カウンセリング体制の
充実を図ります。

スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーの配置

早期発見・対応し、早期支援できる体制
が整いつつある。

学校教育課

児童生徒の思いやりの気持ちを
育むため、命の大切さや悩みを
分かち合う大切さを指導しま
す。

生命の尊さ、親切・思いやりなどの道徳
的価値の学習

市教育委員会による道徳科研修会の開催 学校教育課

児童生徒の悩みを受け止めるた
め、教育相談員を配置し、教育
相談を実施するとともに、関係
者の研修を行います。

教育相談員の相談スキル向上
①各学校における教育相談員が要となる
　体制構築
②定期的な教育相談

学校教育課

　基基本本施施策策５５　児児童童生生徒徒ののSSOOSSのの出出しし方方にに関関すするる教教育育
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２２ 重重点点施施策策 

計画における項目 令和3年度までの実施内容 令和3年度までの実施状況 担当課

こころの相談や困りごとや各種
生活相談窓口について情報を提
供します。

①相談窓口・こころの健康に関する
　リーフレット等の配布、ポスター
　掲示
②市ウェブサイト・広報誌での普及

来庁者や人間ドック結果通知者等へここ
ろの健康に関するリーフレット等を配付
している。

健康増進課

高齢者やその家族に対する相談
を実施します。

包括支援センターを対象とした研修会
新型コロナウイルスの影響で開催が難し
い時期には個別相談で対応している。

高齢福祉課

高齢者の生きがいづくりに向け
て、地域で自主的に運営する
「通いの場」を支援します。

団体への運営支援

[支援回数]
新規団体：5団体（17回）
継続団体：5団体（15回）
合計32回
(令和3年度)

高齢福祉課

高齢者の介護予防の推進に向け
て、「通いの場」の重要性を普
及していきます。

①高齢者に対する相談
②包括支援センターを対象とした研修会

精神疾患患者等の障がい者の対応が増加
している。保健福祉事務所との連携によ
り、指導を受けながら対応している。

高齢福祉課

関係機関と連携し、精神的なサ
ポートを行います。

生活困窮者に対する自立相談支援事業
自立相談支援事業を核とした各種事業を
活用し、自立へ向けた支援を行った。

福祉課

周囲の人のこころの異常に気づ
くことのできるゲートキーパー
を養成します。

ゲートキーパー養成講座 養成講座受講者　166人 健康増進課

企業等に働きかけ、職場におけ
るメンタルヘルス対策の推進を
進めます。

相談窓口・こころの健康に関するリーフ
レット等の配布、ポスター掲示

市内企業にリーフレット等を配付 健康増進課

　重重点点施施策策１１　高高齢齢者者対対策策

　重重点点施施策策２２　生生活活困困窮窮者者対対策策

　重重点点施施策策３３　勤勤務務・・経経営営対対策策
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２２ 重重点点施施策策 

計画における項目 令和3年度までの実施内容 令和3年度までの実施状況 担当課

こころの相談や困りごとや各種
生活相談窓口について情報を提
供します。

①相談窓口・こころの健康に関する
　リーフレット等の配布、ポスター
　掲示
②市ウェブサイト・広報誌での普及

来庁者や人間ドック結果通知者等へここ
ろの健康に関するリーフレット等を配付
している。

健康増進課

高齢者やその家族に対する相談
を実施します。

包括支援センターを対象とした研修会
新型コロナウイルスの影響で開催が難し
い時期には個別相談で対応している。

高齢福祉課

高齢者の生きがいづくりに向け
て、地域で自主的に運営する
「通いの場」を支援します。

団体への運営支援

[支援回数]
新規団体：5団体（17回）
継続団体：5団体（15回）
合計32回
(令和3年度)

高齢福祉課

高齢者の介護予防の推進に向け
て、「通いの場」の重要性を普
及していきます。

①高齢者に対する相談
②包括支援センターを対象とした研修会

精神疾患患者等の障がい者の対応が増加
している。保健福祉事務所との連携によ
り、指導を受けながら対応している。

高齢福祉課

関係機関と連携し、精神的なサ
ポートを行います。

生活困窮者に対する自立相談支援事業
自立相談支援事業を核とした各種事業を
活用し、自立へ向けた支援を行った。

福祉課

周囲の人のこころの異常に気づ
くことのできるゲートキーパー
を養成します。

ゲートキーパー養成講座 養成講座受講者　166人 健康増進課

企業等に働きかけ、職場におけ
るメンタルヘルス対策の推進を
進めます。

相談窓口・こころの健康に関するリーフ
レット等の配布、ポスター掲示

市内企業にリーフレット等を配付 健康増進課

　重重点点施施策策１１　高高齢齢者者対対策策

　重重点点施施策策２２　生生活活困困窮窮者者対対策策

　重重点点施施策策３３　勤勤務務・・経経営営対対策策
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第第４４章章 生生ききるる支支援援施施策策 

国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において、全ての自治体で取り組むことが望ま

しいとされた「基本施策」と、地域の自殺の実態を詳細に分析した「地域自殺実態プロファイ

ル」により示された「重点施策」を組み合わせ、地域の特性に応じた実効性の高い施策を推進

していきます。

また、庁内の多様な既存事業を「生きることを支える取り組み」と位置づけ、より包括的・

全庁的に自殺対策を推進していきます。

令和４年（2022 年）10月に新たな自殺総合対策大綱が閣議決定され、「子ども・若者の自

殺対策」の更なる推進・強化と、重点施策への「女性に対する支援の強化」が示されました。

本市においても重点施策として、「子ども・若者への支援」・「女性への支援」を加え、取り組

みを推進していきます。

第第１１節節 基基本本施施策策 

１１ 地地域域ににおおけけるるネネッットトワワーーククのの強強化化

改正自殺対策基本法において、「自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施

策との有機的な連携が図られ、総合的に実施されなければならない」とされ、社会問題の解決

といった観点を持ちながら総合的に取り組む必要があります。このような取り組みを実施する

ためには、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要があります。

（（１１））地地域域ににおおけけるる連連携携・・ネネッットトワワーーククのの強強化化 

連携にあたっては、孤立しやすく自殺対策と関連の深い連携分野と考えられる生活困窮者自

立支援、生活保護、いじめ・不登校、認知症、介護、消費生活、就労支援、ひとり親家庭、妊

娠・子育て、家庭内暴力、虐待、障がい者福祉、性的マイノリティへの支援等、すでに様々な

対策が行われている分野とのネットワークづくりが重要です。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆健健康康づづくくりり推推進進協協議議会会 

健康増進課

精神保健・自殺対策との連動性を高め

ていく健康づくり推進協議会の開催

1回

「第二次二本松市健康増進計画」の進行管理（食育推進計

画・自殺対策計画を含む）、健康づくり推進協議会の運営

（庁内会議・外部会議）により、市民の健康づくりを推進

します。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域保保健健・・産産業業保保健健連連携携推推進進連連絡絡会会議議 

健康増進課

労働者向けの生きることの包括的支

援（自殺対策）の拡充を図る。

各中小企業に対して、ポスターやリーフレットによる情報

提供を行うとともに、保健師や栄養士等による健康相談や

健康講話を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者虐虐待待防防止止ネネッットトワワーークク連連絡絡会会議議 

高齢福祉課

高齢者の自殺実態や抱え込みがちな

課題、虐待や介護と自殺との関係性等

につき情報共有

医師会、民生委員等の関係機関の代表者により高齢者虐待

防止ネットワーク連絡会議を開催し、高齢者の虐待防止や

早期発見に努め、適切な支援を行うために共通理解を深め

るとともに、関係機関の連携体制の強化を図ります。

年１回 事業実施実績

◆◆地地域域自自立立支支援援協協議議会会のの開開催催 

福祉課

医療・保健・福祉・教育及び就労等に

関係する機関とのネットワーク構築

障がいのある人が地域で自立した生活ができるよう、地域

における相談支援体制を充実します。また、医療、保健、

福祉、教育、就労等に関係する機関との連携を構築します。

年１回 事業実施実績

◆◆要要保保護護児児童童対対策策事事業業 

子育て支援課

子どもの自殺防止、将来的な自殺リス

クを抑える

要保護児童対策地域協議会を通して、虐待対応や研修会を

実施し、要保護児童対策（虐待防止）の向上を図ります。
年１回 事業実施実績

◆◆いいじじめめ防防止止対対策策事事業業 

学校教育課

早期の問題認識、援助希求的態度の育

成により自殺リスクの軽減を図る。

フォーラムの開催や各校のいじめ防止基本方針の点検と

見直し、個別支援等を通じて、いじめの早期発見、即時対

応、継続的な再発予防を図ります。

また、いじめ問題が発生した場合、速やかに市いじめ問題

対策委員会を開催し、状況の共有、実態調査等を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年対対策策事事務務 

生涯学習課

青少年層の抱える問題や自殺の危機

等に関する情報を共有

青少年問題協議会を開催し、青少年層の抱える問題や自殺

の危機等に関する情報を共有し、自殺対策関連事業に関わ

る職員との連携を構築します。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域保保健健・・産産業業保保健健連連携携推推進進連連絡絡会会議議 

健康増進課

労働者向けの生きることの包括的支

援（自殺対策）の拡充を図る。

各中小企業に対して、ポスターやリーフレットによる情報

提供を行うとともに、保健師や栄養士等による健康相談や

健康講話を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者虐虐待待防防止止ネネッットトワワーークク連連絡絡会会議議 

高齢福祉課

高齢者の自殺実態や抱え込みがちな

課題、虐待や介護と自殺との関係性等

につき情報共有

医師会、民生委員等の関係機関の代表者により高齢者虐待

防止ネットワーク連絡会議を開催し、高齢者の虐待防止や

早期発見に努め、適切な支援を行うために共通理解を深め

るとともに、関係機関の連携体制の強化を図ります。

年１回 事業実施実績

◆◆地地域域自自立立支支援援協協議議会会のの開開催催 

福祉課

医療・保健・福祉・教育及び就労等に

関係する機関とのネットワーク構築

障がいのある人が地域で自立した生活ができるよう、地域

における相談支援体制を充実します。また、医療、保健、

福祉、教育、就労等に関係する機関との連携を構築します。

年１回 事業実施実績

◆◆要要保保護護児児童童対対策策事事業業 

子育て支援課

子どもの自殺防止、将来的な自殺リス

クを抑える

要保護児童対策地域協議会を通して、虐待対応や研修会を

実施し、要保護児童対策（虐待防止）の向上を図ります。
年１回 事業実施実績

◆◆いいじじめめ防防止止対対策策事事業業 

学校教育課

早期の問題認識、援助希求的態度の育

成により自殺リスクの軽減を図る。

フォーラムの開催や各校のいじめ防止基本方針の点検と

見直し、個別支援等を通じて、いじめの早期発見、即時対

応、継続的な再発予防を図ります。

また、いじめ問題が発生した場合、速やかに市いじめ問題

対策委員会を開催し、状況の共有、実態調査等を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年対対策策事事務務 

生涯学習課

青少年層の抱える問題や自殺の危機

等に関する情報を共有

青少年問題協議会を開催し、青少年層の抱える問題や自殺

の危機等に関する情報を共有し、自殺対策関連事業に関わ

る職員との連携を構築します。

年１回 事業実施実績
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２２ 自自殺殺対対策策をを支支ええるる人人材材のの育育成成 

様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対しての早期の「気づき」が重要であり、「気づき」

のための人材育成の方策を充実させる必要があります。一般市民をはじめ、地域の保健、福祉、

教育、民間団体等の相談支援を行う関係機関の自殺対策への参画と、それぞれの役割に応じた

人材育成を進める必要があります。

（（１１））様様々々なな職職種種をを対対象象ととすするる研研修修のの実実施施 

関係機関職員を対象に、身近な人の自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聴き、

必要に応じて専門家につなぎ、見守る、「ゲートキーパー（命の門番）」を養成します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ゲゲーートトキキーーパパーー養養成成講講座座 

健康増進課

ゲートキーパー養成講座開催回数

年 1回以上

関係機関職員（庁内職員、民生委員等）等を対象に養成講

座を開催します。
年１回

事業実施実績

（開催回数）

（（２２））市市民民をを対対象象ととすするる研研修修のの実実施施 

うつ病等の精神疾患について学ぶ機会を提供し、地域のメンタルヘルスリテラシーの向上を

図ります。また、一般市民や地域の各種団体等を対象に、「ゲートキーパー（命の門番）」を養

成します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ゲゲーートトキキーーパパーー養養成成講講座座 

健康増進課

ゲートキーパー養成講座開催回数

年 1回以上

一般市民、地域の団体等を対象に養成講座を開催します。 年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆こここころろのの健健康康づづくくりり講講座座 

健康増進課

こころの健康づくり講座開催回数

年 1回以上

こころの健康づくり講座を開催し、うつ病等の精神疾患に

ついて学ぶ機会を提供し、地域のメンタルヘルスリテラシ

ーの向上を図ります。

年１回
事業実施実績

（開催回数）
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（（３３））関関係係者者間間のの連連絡絡調調整整をを担担うう人人材材のの育育成成 

関係機関が連携するためには、「つなぎ役」となるコーディネーターの存在が重要となりま

す。多岐にわたる問題を抱えている人に対し、迅速かつ確実に庁内外の関係機関や専門機関に

つなぎながら、継続的な支援を行うため、連携体制を強化します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域ケケアア会会議議 

高齢福祉課

医療・保健・福祉・教育及び就労等に

関係する機関とのネットワーク構築

地域の高齢者が抱える問題や自殺リスクの高い方の情報

等を把握し、地域ケア会議等で情報共有し、高齢者向け施

策を展開する関係者間での連携強化や地域資源の連動に

つなげます。

年１回 事業実施実績

（（４４））寄寄りり添添いいななががらら伴伴走走支支援援をを担担うう人人材材のの育育成成 

自殺を防ぐためには、精神保健的な観点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取

り組みが重要です。また、自殺リスクを抱えている人に寄り添いながら、地域における関係機

関や専門家と連携して課題解決を行い、相談者の自殺リスクが低下するまで、伴走型支援を推

進することが望まれます。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（自自立立相相談談支支援援事事業業）） 

福祉課

生活困窮者自立支援制度と自殺対策

との連動

生活困窮者の不安を軽減し、適切な支援が受けられるよ

う、相談体制を充実します。また、自殺対策関連事業に関

わる職員との合同研修会等を実施し、両事業の連動性を高

めます。

年１回 事業実施実績
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（（３３））関関係係者者間間のの連連絡絡調調整整をを担担うう人人材材のの育育成成 

関係機関が連携するためには、「つなぎ役」となるコーディネーターの存在が重要となりま

す。多岐にわたる問題を抱えている人に対し、迅速かつ確実に庁内外の関係機関や専門機関に

つなぎながら、継続的な支援を行うため、連携体制を強化します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域ケケアア会会議議 

高齢福祉課

医療・保健・福祉・教育及び就労等に

関係する機関とのネットワーク構築

地域の高齢者が抱える問題や自殺リスクの高い方の情報

等を把握し、地域ケア会議等で情報共有し、高齢者向け施

策を展開する関係者間での連携強化や地域資源の連動に

つなげます。

年１回 事業実施実績

（（４４））寄寄りり添添いいななががらら伴伴走走支支援援をを担担うう人人材材のの育育成成 

自殺を防ぐためには、精神保健的な観点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取

り組みが重要です。また、自殺リスクを抱えている人に寄り添いながら、地域における関係機

関や専門家と連携して課題解決を行い、相談者の自殺リスクが低下するまで、伴走型支援を推

進することが望まれます。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（自自立立相相談談支支援援事事業業）） 

福祉課

生活困窮者自立支援制度と自殺対策

との連動

生活困窮者の不安を軽減し、適切な支援が受けられるよ

う、相談体制を充実します。また、自殺対策関連事業に関

わる職員との合同研修会等を実施し、両事業の連動性を高

めます。

年１回 事業実施実績
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３３ 市市民民へへのの啓啓発発とと周周知知 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人の心

情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、

危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適切であるということが、社会全体の共通

認識となるように、積極的に普及啓発を行う必要があります。

（（１１））広広報報等等にによよるる情情報報発発信信 

自殺予防週間、自殺対策強化月間に限らず、年間を通して相談窓口や自殺予防、こころの健

康づくり等についての普及啓発を行います。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 相相談談機機関関のの周周知知 

健康増進課

献血協力事業所、乳幼児健診等で相談

機関一覧を配布

年 300 部以上

市の相談機関一覧を作成します。職場のメンタルヘルス対

策の推進のため、市内の献血協力事業所へ献血の機会に相

談機関一覧等を配布します。

20～40 代の方へ、乳幼児健診・健康相談等の機会に相談

機関一覧等を配布します。

年１回 事業実施実績

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 自自殺殺予予防防週週間間・・自自殺殺対対策策強強化化月月間間のの周周知知 

健康増進課

毎年 9月の自殺予防週間・3月の自殺

対策強化月間での普及啓発活動の実

施

年２回以上

自殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間（３月）におい

て、国・県の事業と連動し、普及啓発事業を行います。市

内公共施設、保健福祉関係機関を通してポスター掲示や相

談機関一覧等の配布を行います。

年１回
事業実施実績

（実施回数）

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 こここころろとと体体のの健健康康づづくくりり普普及及啓啓発発 

健康増進課

人間ドック結果通知に合わせ、こころ

の健康と自殺予防の普及啓発を実施

こころの健康に関するパンフレットを、人間ドックの結果

通知等に併せて送付し、体の健康と一緒にこころの健康へ

の関心を高めます。

年１回 事業実施実績
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（（２２））市市民民向向けけ講講演演会会ややイイベベンントト等等のの開開催催 

市民のメンタルヘルスリテラシーを向上し、こころの病気についての理解を促進します。ま

た、市民イベントや地域での健康教育等において、自殺予防に限らず誰かに助けを求めること

が適切であることの周知啓発を行い、援助希求がしやすい地域づくりにつなげます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域保保健健活活動動事事業業 

健康増進課

市内イベント等での自殺予防の啓発・

周知

年 1回以上

連絡会やネットワーク、研修会、市内のイベント等を通じ

て、保健予防に関する広報を行います。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康づづくくりり講講座座 

健康増進課

こころの健康づくり講座開催回数

年 1回以上

こころの健康づくり講座を開催し、うつ病等の精神疾患に

ついて学ぶ機会を提供し、地域のメンタルヘルスリテラシ

ーの向上を図ります。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆生生活活習習慣慣病病予予防防（（健健康康教教育育）） 

健康増進課

健康教室を開催

年 1回以上

健康診断結果等を踏まえて健康相談を実施し、生活習慣病

の重症化予防へつなげるとともに、心身の健康づくりに関

するアドバイスや助言を行います。

年１回
事業実施実績

（実施回数）

（（３３））メメデディィアアをを活活用用ししたた啓啓発発 

広報やホームページ、ＳＮＳなどのメディアを活用した啓発活動を進めます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆普普及及啓啓発発事事業業

健康増進課

市ホームページ・広報へ自殺予防週

間・自殺対策強化月間についての内容

を掲載

年２回以上

市ホームページ内の「こころの健康」について、市の自殺

対策、相談窓口一覧、ゲートキーパー等についての情報を

定期的に更新し、適切な相談につながるようにします。

９月・３月には、市ホームページ・広報へ自殺予防週間・

自殺対策強化月間についての内容を掲載します。

年 1回
事業実施実績

（掲載回数）
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（（２２））市市民民向向けけ講講演演会会ややイイベベンントト等等のの開開催催 

市民のメンタルヘルスリテラシーを向上し、こころの病気についての理解を促進します。ま

た、市民イベントや地域での健康教育等において、自殺予防に限らず誰かに助けを求めること

が適切であることの周知啓発を行い、援助希求がしやすい地域づくりにつなげます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域保保健健活活動動事事業業 

健康増進課

市内イベント等での自殺予防の啓発・

周知

年 1回以上

連絡会やネットワーク、研修会、市内のイベント等を通じ

て、保健予防に関する広報を行います。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康づづくくりり講講座座 

健康増進課

こころの健康づくり講座開催回数

年 1回以上

こころの健康づくり講座を開催し、うつ病等の精神疾患に

ついて学ぶ機会を提供し、地域のメンタルヘルスリテラシ

ーの向上を図ります。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆生生活活習習慣慣病病予予防防（（健健康康教教育育）） 

健康増進課

健康教室を開催

年 1回以上

健康診断結果等を踏まえて健康相談を実施し、生活習慣病

の重症化予防へつなげるとともに、心身の健康づくりに関

するアドバイスや助言を行います。

年１回
事業実施実績

（実施回数）

（（３３））メメデディィアアをを活活用用ししたた啓啓発発 

広報やホームページ、ＳＮＳなどのメディアを活用した啓発活動を進めます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆普普及及啓啓発発事事業業

健康増進課

市ホームページ・広報へ自殺予防週

間・自殺対策強化月間についての内容

を掲載

年２回以上

市ホームページ内の「こころの健康」について、市の自殺

対策、相談窓口一覧、ゲートキーパー等についての情報を

定期的に更新し、適切な相談につながるようにします。

９月・３月には、市ホームページ・広報へ自殺予防週間・

自殺対策強化月間についての内容を掲載します。

年 1回
事業実施実績

（掲載回数）
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４４ 生生ききるるここととのの促促進進要要因因へへのの支支援援 

自殺対策は、個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」を減らす取り組みに

加えて、「生きることの促進要因」を増やす取り組みを行うこととされています。生きることの

促進要因への支援という観点から、居場所づくりへの支援を推進していきます。

（（１１））居居場場所所づづくくりり 

孤立リスクを抱えるおそれのある人を対象とした孤立を防ぐための居場所づくりや生きが

いづくりの活動を支援します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ココミミュュニニテティィづづくくりりのの推推進進 
生活環境課

地域の支え合いにより生きることの

促進要因を増やす。

町内会の運営に係る補助金を支給します。 年１回 事業実施実績

◆◆老老人人ククララブブ活活動動等等社社会会活活動動促促進進事事業業 

高齢福祉課

高齢者の社会参加の促進、地域のつな

がりにより生きることの促進要因を

増やす。

老人クラブ活動の活性化を図るための助成を行い、高齢者

自らの健康増進や教養の向上、社会参加の促進を図りま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者のの生生ききががいいづづくくりりにに向向けけてて、、地地域域でで自自主主的的にに運運営営

すするる「「通通いいのの場場」」をを支支援援ししまますす。。 
高齢福祉課

高齢者の生きがいづくり、介護予防に

より生きることの促進要因を増やす。

高齢者の集える場所である「通いの場」において、介護予

防を推進します。
年１回 事業実施実績

◆◆介介護護予予防防教教室室

高齢福祉課

高齢者の交流を図り生きることの促

進要因を増やす。

高齢者の集える場所である「通いの場」、「いきいきサロン・

いってみっ会」、「高齢者団体」等に栄養士・歯科衛生士・

運動指導士等の専門職を派遣し、介護予防についての普及

啓発を行います。

年 1回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施 
国保年金課

高齢福祉課

健康増進課

高齢者の相談、交流を図り生きること

の促進要因を増やす。

フレイルのリスクが高い高齢者へのアウトリーチ2による

支援をはじめ、地域の通いの場における健康教育を実施し

ます。

年 1回 事業実施実績

◆◆介介護護教教室室

健康増進課

介護者同士の交流を図り生きること

の促進要因を増やす。

介護者の悩み解消やリフレッシュ、情報交換等の場として

介護教室を実施し、介護者の負担軽減に取り組みます。
年 1回 事業実施実績

◆◆こここころろのの健健康康相相談談

健康増進課

悩みを抱える方の相談会を開催

年 6回

悩みや困難を抱えた方やその家族が身近な地域で相談支

援が受けられるようにするため、精神疾患の早期治療の促

進や社会適応の援助をすることを目的に実施します。

年 1回
事業実施実績

（開催回数）

                           
2 アウトリーチ…支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行政や支援機関などが積極的に働きかけて

情報・支援を届けるプロセスのこと。
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆おお話話しし会会 

健康増進課

ピアミーティングの会を開催

年 1～3回

うつ病や精神疾患、依存症などの当事者とその家族の不安

解消や孤立を防ぐために、交流する機会を提供し、お互い

の体験を分かち合い、リカバリーの過程にいる方からリカ

バリーの輪が広がる効果（ピアサポート）へつなげる取り

組みを行います。

年 1回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆精精神神保保健健福福祉祉相相談談 

健康増進課

福祉課

精神的な困難を抱える方の相談

相談件数の増加

悩みや困難を抱えた方やその家族の相談を行います。ま

た、必要な相談支援を受けることができるよう関係機関と

連携を図りながら調整を行います。

年 1回
事業実施実績

（相談件数）

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（住住居居確確保保給給付付金金）） 
福祉課

住居の悩みの相談を行い安心できる

居場所づくりへつなげる。

離職などにより経済的に困窮し住居を喪失するおそれが
ある人を対象に住居確保給付金を支給します。

年 1回 事業実施実績

◆◆生生涯涯学学習習ププロロググララムムのの充充実実 

生涯学習課

参加者同士の交流から、居場所づくり

や生きがいづくりにつなげる。

家庭教育学級・女性学級・高齢者学級事業、市民講座、市
民大学セミナー等を開催し、まちづくりに主体的に参加す
る人材を育成します。

年１回 事業実施実績

◆◆図図書書館館のの管管理理 

生涯学習課

市民が利用しやすい居場所づくり

自殺対策強化月間や自殺予防週間に図書館にて自殺対策
関連の展示やリーフレットを配布し、自殺対策の啓発を行
います。また、子どもたちの居場所づくりとしての活用を
周知します。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年体体験験事事業業 

生涯学習課

世代間交流を図り生きることの促進

要因を増やす。

世代間交流や様々な体験事業を通じて、子どもたちの心の

教育に取り組みます。
年 1回 事業実施実績

◆◆放放課課後後子子どどもも教教室室推推進進事事業業 

生涯学習課

子どもが安心して過ごせる居場所づ

くり

安全、安心な子どもの居場所を設け、学習習慣の定着を図

るとともに、地域住民との様々な体験活動を通して心豊か

でたくましい子どもを育む環境づくりを推進します。

年 1回 事業実施実績

◆◆学学童童保保育育事事業業 

子育て支援課

児童が安心して過ごせる居場所づく

り

就労等により昼間保護者のいない家庭の小学児童に対し、

放課後の適切な遊びと生活の場を提供し、健全な育成と事

故防止を図ります。

年 1回 事業実施実績

◆◆公公営営住住宅宅事事務務 
建築住宅課

住居の悩みの相談を行い安心できる

居場所づくりへつなげる。

公営住宅の居住者や入居申込者の入居手続き等の際に生
活支援が必要な人を把握し、関係機関へとつなげます。

年 1回 事業実施実績

◆◆公公園園・・児児童童遊遊園園等等のの管管理理及及びび設設置置にに関関すするる事事務務 
都市計画課

市民の居場所となる集える場を整備

する。

子どもたちの放課後の遊び場等を安心・安全に利用できる
よう、公園等の管理、整備を推進します。

年 1回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆おお話話しし会会 

健康増進課

ピアミーティングの会を開催

年 1～3回

うつ病や精神疾患、依存症などの当事者とその家族の不安

解消や孤立を防ぐために、交流する機会を提供し、お互い

の体験を分かち合い、リカバリーの過程にいる方からリカ

バリーの輪が広がる効果（ピアサポート）へつなげる取り

組みを行います。

年 1回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆精精神神保保健健福福祉祉相相談談 

健康増進課

福祉課

精神的な困難を抱える方の相談

相談件数の増加

悩みや困難を抱えた方やその家族の相談を行います。ま

た、必要な相談支援を受けることができるよう関係機関と

連携を図りながら調整を行います。

年 1回
事業実施実績

（相談件数）

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（住住居居確確保保給給付付金金）） 
福祉課

住居の悩みの相談を行い安心できる

居場所づくりへつなげる。

離職などにより経済的に困窮し住居を喪失するおそれが
ある人を対象に住居確保給付金を支給します。

年 1回 事業実施実績

◆◆生生涯涯学学習習ププロロググララムムのの充充実実 

生涯学習課

参加者同士の交流から、居場所づくり

や生きがいづくりにつなげる。

家庭教育学級・女性学級・高齢者学級事業、市民講座、市
民大学セミナー等を開催し、まちづくりに主体的に参加す
る人材を育成します。

年１回 事業実施実績

◆◆図図書書館館のの管管理理 

生涯学習課

市民が利用しやすい居場所づくり

自殺対策強化月間や自殺予防週間に図書館にて自殺対策
関連の展示やリーフレットを配布し、自殺対策の啓発を行
います。また、子どもたちの居場所づくりとしての活用を
周知します。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年体体験験事事業業 

生涯学習課

世代間交流を図り生きることの促進

要因を増やす。

世代間交流や様々な体験事業を通じて、子どもたちの心の

教育に取り組みます。
年 1回 事業実施実績

◆◆放放課課後後子子どどもも教教室室推推進進事事業業 

生涯学習課

子どもが安心して過ごせる居場所づ

くり

安全、安心な子どもの居場所を設け、学習習慣の定着を図

るとともに、地域住民との様々な体験活動を通して心豊か

でたくましい子どもを育む環境づくりを推進します。

年 1回 事業実施実績

◆◆学学童童保保育育事事業業 

子育て支援課

児童が安心して過ごせる居場所づく

り

就労等により昼間保護者のいない家庭の小学児童に対し、

放課後の適切な遊びと生活の場を提供し、健全な育成と事

故防止を図ります。

年 1回 事業実施実績

◆◆公公営営住住宅宅事事務務 
建築住宅課

住居の悩みの相談を行い安心できる

居場所づくりへつなげる。

公営住宅の居住者や入居申込者の入居手続き等の際に生
活支援が必要な人を把握し、関係機関へとつなげます。

年 1回 事業実施実績

◆◆公公園園・・児児童童遊遊園園等等のの管管理理及及びび設設置置にに関関すするる事事務務 
都市計画課

市民の居場所となる集える場を整備

する。

子どもたちの放課後の遊び場等を安心・安全に利用できる
よう、公園等の管理、整備を推進します。

年 1回 事業実施実績
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５５ 児児童童生生徒徒ののＳＳＯＯＳＳのの出出しし方方にに関関すするる教教育育 

子どもが現在起きている危機的状況、または今後起こり得る危機的状況に対応するために援

助希求行動ができるようにし、身近にいる大人がそれを受け止め、支援ができるようにするこ

とを目標にしています。

（（１１））ＳＳＯＯＳＳのの出出しし方方にに関関すするる教教育育のの実実施施 

児童・生徒へのＳＯＳの出し方に関する教育を行いながら、悩みや困難を抱える児童・生徒

が助けを求めることができるように、教育支援センター等において相談支援を行っていきます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ＳＳＯＯＳＳのの出出しし方方教教育育 

学校教育課

児童生徒が援助希求しやすい環境を

つくる。

児童・生徒の思いやりの気持ちを育むため、命の大切さや

悩みを分かち合う大切さを指導します。
年１回 事業実施実績

◆◆教教育育相相談談員員にによよるる教教育育相相談談 

学校教育課

教育相談を通して児童生徒が援助希

求しやすい環境をつくる。

児童・生徒の悩みを受け止めるため、教育相談員を配置し、

教育相談を実施するとともに、関係者の研修を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆ススククーールルカカウウンンセセララーー・・ススククーールルソソーーシシャャルルワワーーカカーーのの

配配置置 

学校教育課

悩みや不安を抱える児童生徒の自殺

リスクの早期発見・早期対応

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを

配置し、児童・生徒や保護者にカウンセリングマインドを

駆使した効果的なカウンセリングを実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー 

学校教育課

不登校等の児童生徒の不安や悩みに

対応し自殺リスクを軽減する。

不登校の児童・生徒への学習支援や保護者への相談支援を

行います。また、各学校に対して教育支援センターの役割

等を周知することにより、教育等に関する不安や悩みを抱

える保護者への利用促進を行います。

年１回 事業実施実績

（（２２））ＳＳＯＯＳＳのの出出しし方方にに関関すするる教教育育をを推推進進すするるたためめのの連連携携強強化化 

児童・生徒の悩みを聞き必要な支援へつなげるよう、教職員への研修を行います。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活指指導導・・健健全全育育成成（（教教職職員員向向けけ研研修修等等）） 

学校教育課

児童生徒のＳＯＳに気づき、見守り、

相談支援機関につなぐ人材育成、連携

強化

児童・生徒の問題行動を未然に防ぐとともに、児童・生徒

の悩みを聞き必要な支援へつなげるよう、教職員への研修

を行います。

年１回 事業実施実績
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第第２２節節 重重点点施施策策 

１１ 高高齢齢者者対対策策

福島県では、特に 80 歳以上の自殺死亡率が全国に比べて高い状況です。本市においても、

男女とも「60歳以上無職同居」の自殺率が多い傾向が見られていました。

高齢者は、加齢に伴う体力の低下や疾病等の身体的要因、活動意欲の低下等の心理的要因、

人との関わり等の社会・環境要因により、閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、孤立・孤独

に陥りやすいという特有の課題を抱えています。自殺予防、介護予防の観点からも閉じこもり

やうつ状態になることを予防することが必要です。

（（１１））包包括括的的なな支支援援ののたためめのの連連携携推推進進 

健康、医療、介護、生活などに関する様々な関係機関や団体等の連携を推進し、包括的な支

援体制を整備します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの運運営営 

高齢福祉課

自殺対策の視点を加え、多職種での連

携体制や社会基盤の整備を図る。

地域の高齢者が抱える問題や自殺リスクの高い方の情報

等を把握し、地域ケア会議等で情報共有し、高齢者向け施

策を展開する関係者間での連携強化や地域資源の連動に

つなげます。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者虐虐待待防防止止ネネッットトワワーークク連連絡絡会会議議 

高齢福祉課

高齢者の自殺実態や抱え込みがちな

課題、虐待や介護と自殺との関係性等

につき情報共有

医師会、民生委員・児童委員等の関係機関の代表者により

高齢者虐待防止ネットワーク連絡会議を開催し、高齢者の

虐待防止や早期発見に努め、適切な支援を行うために共通

理解を深めるとともに、関係機関の連携体制の強化を図り

ます。

年１回 事業実施実績
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第第２２節節 重重点点施施策策 

１１ 高高齢齢者者対対策策

福島県では、特に 80 歳以上の自殺死亡率が全国に比べて高い状況です。本市においても、

男女とも「60歳以上無職同居」の自殺率が多い傾向が見られていました。

高齢者は、加齢に伴う体力の低下や疾病等の身体的要因、活動意欲の低下等の心理的要因、

人との関わり等の社会・環境要因により、閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、孤立・孤独

に陥りやすいという特有の課題を抱えています。自殺予防、介護予防の観点からも閉じこもり

やうつ状態になることを予防することが必要です。

（（１１））包包括括的的なな支支援援ののたためめのの連連携携推推進進 

健康、医療、介護、生活などに関する様々な関係機関や団体等の連携を推進し、包括的な支

援体制を整備します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの運運営営 

高齢福祉課

自殺対策の視点を加え、多職種での連

携体制や社会基盤の整備を図る。

地域の高齢者が抱える問題や自殺リスクの高い方の情報

等を把握し、地域ケア会議等で情報共有し、高齢者向け施

策を展開する関係者間での連携強化や地域資源の連動に

つなげます。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者虐虐待待防防止止ネネッットトワワーークク連連絡絡会会議議 

高齢福祉課

高齢者の自殺実態や抱え込みがちな

課題、虐待や介護と自殺との関係性等

につき情報共有

医師会、民生委員・児童委員等の関係機関の代表者により

高齢者虐待防止ネットワーク連絡会議を開催し、高齢者の

虐待防止や早期発見に努め、適切な支援を行うために共通

理解を深めるとともに、関係機関の連携体制の強化を図り

ます。

年１回 事業実施実績
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（（２２））地地域域ににおおけけるる要要介介護護者者のの支支援援 

介護職員のみならず、地域でボランティア活動を行う市民等との連携を推進し、包括的な支

援体制を整備します。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆地地域域リリハハビビリリテテーーシショョンン活活動動支支援援事事業業 

高齢福祉課

各種専門職のスタッフが高齢者の抱

える問題を早期に察知し、適切な機関

へとつなぐ。

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士といったリハビリテ

ーションに関する専門職が、高齢者の能力を評価し改善の

可能性を助言するなど、他機関と連携しながら介護予防の

取り組みを総合的に支援します。

１ 市民の通いの場、高齢者クラブ等を対象に、集団及び

個別指導の実施

２ 実務者会議へ参加し、ケアマネジメント支援の実施

３ 支援に関わるケアマネジャー等への研修

年１回 事業実施実績

◆◆介介護護予予防防ササポポーータターー養養成成講講座座 

高齢福祉課

指導者が高齢者の抱える問題を早期

に察知し、適切な機関へとつなぐ。

地域の身近な場所で介護予防につながる運動の実技、認知

症予防ゲーム等を地域住民の健康維持のために広めてい

くための介護予防サポーターを養成すると同時に地域活

動への継続を促進します。

年１回 事業実施実績

（（３３））高高齢齢者者のの健健康康不不安安にに対対すするる支支援援 

うつ病を含め、高齢者の自殺の原因として最も多い健康問題について、関係機関が連携しな

がら相談体制を強化していきます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆介介護護予予防防・・日日常常生生活活支支援援総総合合事事業業 

高齢福祉課

住み慣れた地域で、安心して過ごすこ

とができる。

要支援者等に対して、介護予防・生活支援サービスを提供

し、住み慣れた地域で自立した生活が続けられるよう支援

します。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者へへのの総総合合相相談談事事業業 

高齢福祉課

高齢者へのアウトリーチ支援により

自殺リスクの軽減を図る。

市内６か所の地域包括支援センターに総合相談窓口を設

置しており、高齢者に関する継続的な相談対応を行いま

す。

年１回 事業実施実績



第４章 生きる支援施策

48

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆家家族族介介護護教教室室 

高齢福祉課

家族の悩みや困難に対して支援する

ことで心身の負担を軽減する。

家族介護講習会を開催し、介護技術の習得による家族の介

護負担の軽減を図るとともに、交流会を通じて介護者の心

身のリフレッシュを図り、在宅介護を支援します。

年１回 事業実施実績

◆◆生生活活習習慣慣病病予予防防 

 健健康康教教育育 

健康増進課

健康教室を開催

年 1回以上

健康診断結果等を踏まえて健康相談を実施し、生活習慣病

の重症化予防へつなげるとともに、心身の健康づくりに関

するアドバイスや助言を行います。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施 
国保年金課

高齢福祉課

健康増進課

高齢者の相談、交流を図り生きること

の促進要因を増やす。

フレイルのリスクが高い高齢者へのアウトリーチによる

支援をはじめ、地域の通いの場における健康教育を実施し

ます。

年１回 事業実施実績

（（４４））社社会会参参加加のの強強化化とと孤孤独独・・孤孤立立のの予予防防 

寿命の延伸、ライフスタイルの変化により、高齢世帯、高齢単独世帯が増加しており、高齢

者の社会参加の促進が重要とされています。様々な関係機関と連携しながら、孤独や孤立の予

防のみならず、高齢者の心身機能の変化を受け止めることができる体制を構築していきます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆民民生生委委員員のの相相談談 

福祉課

孤独・孤立の予防、困難を抱える高齢

者を早期に適切な相談へつなげる。

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相談機関につ

なげる上での地域の最初の窓口として、民生委員・児童委

員による地域の相談・支援等を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆老老人人ククララブブ活活動動等等社社会会活活動動促促進進事事業業 

高齢福祉課

高齢者の社会参加の促進、地域のつな

がりにより生きることの促進要因を

増やす。

老人クラブ活動の活性化を図るための助成を行い、高齢者

自らの健康増進や教養の向上、社会参加の促進を図りま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者のの生生ききががいいづづくくりりにに向向けけてて、、地地域域でで自自主主的的にに運運営営

すするる「「通通いいのの場場」」をを支支援援ししまますす。。 
高齢福祉課

高齢者の生きがいづくり、介護予防に

より生きることの促進要因を増やす。

高齢者の集える場所である「通いの場」において、介護予

防を推進します。
年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆家家族族介介護護教教室室 

高齢福祉課

家族の悩みや困難に対して支援する

ことで心身の負担を軽減する。

家族介護講習会を開催し、介護技術の習得による家族の介

護負担の軽減を図るとともに、交流会を通じて介護者の心

身のリフレッシュを図り、在宅介護を支援します。

年１回 事業実施実績

◆◆生生活活習習慣慣病病予予防防 

 健健康康教教育育 

健康増進課

健康教室を開催

年 1回以上

健康診断結果等を踏まえて健康相談を実施し、生活習慣病

の重症化予防へつなげるとともに、心身の健康づくりに関

するアドバイスや助言を行います。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施 
国保年金課

高齢福祉課

健康増進課

高齢者の相談、交流を図り生きること

の促進要因を増やす。

フレイルのリスクが高い高齢者へのアウトリーチによる

支援をはじめ、地域の通いの場における健康教育を実施し

ます。

年１回 事業実施実績

（（４４））社社会会参参加加のの強強化化とと孤孤独独・・孤孤立立のの予予防防 

寿命の延伸、ライフスタイルの変化により、高齢世帯、高齢単独世帯が増加しており、高齢

者の社会参加の促進が重要とされています。様々な関係機関と連携しながら、孤独や孤立の予

防のみならず、高齢者の心身機能の変化を受け止めることができる体制を構築していきます。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆民民生生委委員員のの相相談談 

福祉課

孤独・孤立の予防、困難を抱える高齢

者を早期に適切な相談へつなげる。

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相談機関につ

なげる上での地域の最初の窓口として、民生委員・児童委

員による地域の相談・支援等を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆老老人人ククララブブ活活動動等等社社会会活活動動促促進進事事業業 

高齢福祉課

高齢者の社会参加の促進、地域のつな

がりにより生きることの促進要因を

増やす。

老人クラブ活動の活性化を図るための助成を行い、高齢者

自らの健康増進や教養の向上、社会参加の促進を図りま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆高高齢齢者者のの生生ききががいいづづくくりりにに向向けけてて、、地地域域でで自自主主的的にに運運営営

すするる「「通通いいのの場場」」をを支支援援ししまますす。。 
高齢福祉課

高齢者の生きがいづくり、介護予防に

より生きることの促進要因を増やす。

高齢者の集える場所である「通いの場」において、介護予

防を推進します。
年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆介介護護予予防防教教室室 

高齢福祉課

高齢者の交流を図り生きることの促

進要因を増やす。

高齢者の集える場所である「通いの場」、「いきいきサロン・

いってみっ会」、「高齢者団体」等に栄養士・歯科衛生士・

運動指導士等の専門職を派遣し、介護予防についての普及

啓発を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆家家族族介介護護教教室室 

高齢福祉課

家族の悩みや困難に対して支援する

ことで心身の負担を軽減する。

家族介護講習会を開催し、介護技術の習得による家族の介

護負担の軽減を図るとともに、交流会を通じて介護者の心

身のリフレッシュを図り、在宅介護を支援します。

年１回 事業実施実績

◆◆認認知知症症カカフフェェ 

高齢福祉課

支援者相互の支え合いを推進する。

認知症当事者、認知症の家族がいる人や、認知症に関心の

ある人、介護従事者など、地域で認知症に関心を持つ市民

が気軽に集まれる場を開設することにより、気分転換や情

報交換のできる機会を提供します。

年１回 事業実施実績

◆◆生生ききががいい活活動動支支援援通通所所事事業業 

高齢福祉課

孤独・孤立の予防、困難を抱える高齢

者を早期に適切な相談へつなげる。

要介護状態にはいたらない高齢者を対象にデイサービス

を実施し、閉じこもり、高齢者の孤独感の解消、健康の保

持及び生きがいづくりを促進し、高齢者の福祉の増進を図

ります。

年１回 事業実施実績

◆◆介介護護相相談談 

高齢福祉課

家族や当人が抱える様々な問題を察

知し、支援につなげる。

高齢者とその家族の悩みごとや介護保険等に関する総合

相談を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆配配食食ササーービビスス 

高齢福祉課 

高齢者の生活実態を把握することで、

孤独死等の予防を図る。

ひとり暮らし高齢者等を対象に、安否確認を兼ねて栄養バ

ランスのとれた食事（昼食）を提供します。
年１回 事業実施実績

◆◆緊緊急急通通報報装装置置貸貸与与 

高齢福祉課

緊急時の対応や相談に応じることで

自殺リスクの軽減を図る。

ひとり暮らし高齢者等へ緊急通報装置を貸与し、緊急時の

対応を行います。
年１回 事業実施実績
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２２ 生生活活困困窮窮者者対対策策 

生活困窮者はその背景として、虐待、性暴力被害、依存症、性的マイノリティ、知的障がい、

発達障がい、精神疾患、被災避難、介護、多重債務、労働、介護等の多様かつ広範な問題を、

複合的に抱えていることが多く、経済的困窮に加えて関係性の貧困があり、社会的に排除され

やすい傾向があります。生活困窮の状態にある者・生活困窮に至る可能性のある者が自殺に至

らないように、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援等と連動させて効果的な対策を進めて

いきます。

（（１１））相相談談支支援援、、人人材材育育成成のの推推進進 

（（２２））自自殺殺対対策策とと生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度ととのの連連動動

関係機関とのネットワークづくりと情報共有、自殺対策の窓口と生活困窮者自立相談支援窓

口の連携により、生活困窮を持つ自殺ハイリスク者に対する相談支援と、そのために必要とな

る人材育成を行います。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆市市民民へへのの相相談談事事業業 

生活環境課

総合的な相談から自殺リスクが高い

人々をキャッチし適切な相談へつな

げる。

来館、電話による市民への相談事業に加えて、法律・税務

相談などの相談対応を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆消消費費生生活活相相談談業業務務 

生活環境課

消費生活上の困難に対して相談を行

い自殺リスクの軽減を図る。

二本松市消費生活センターを設置し、有資格者である相談

員が消費者相談に対応し、問題解決のための情報提供を行

います。

年１回 事業実施実績

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 相相談談機機関関のの周周知知 
健康増進課

毎年 9月の自殺予防週間・3月の自殺

対策強化月間での普及啓発活動の実

施

年２回以上

生活困窮者自立相談支援機関の相談窓口やメンタルヘル

スに関する情報をポスター・チラシ等で周知します。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康相相談談 

健康増進課

こころの健康づくり講座開催回数

年 1回以上

悩みや困難を抱えた方やその家族が身近な地域で相談支

援が受けられるようにするため、精神疾患の早期治療の促

進や社会適応の援助をすることを目的に実施します。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆精精神神保保健健福福祉祉相相談談 

健康増進課

福祉課

精神的な困難を抱える方の相談

相談件数の増加

悩みや困難を抱えた方やその家族の相談を行います。ま

た、必要な相談支援を受けることができるよう関係機関と

連携を図りながら調整を行います。

年１回
事業実施実績

（相談件数）
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２２ 生生活活困困窮窮者者対対策策 

生活困窮者はその背景として、虐待、性暴力被害、依存症、性的マイノリティ、知的障がい、

発達障がい、精神疾患、被災避難、介護、多重債務、労働、介護等の多様かつ広範な問題を、

複合的に抱えていることが多く、経済的困窮に加えて関係性の貧困があり、社会的に排除され

やすい傾向があります。生活困窮の状態にある者・生活困窮に至る可能性のある者が自殺に至

らないように、生活困窮者自立支援制度の自立相談支援等と連動させて効果的な対策を進めて

いきます。

（（１１））相相談談支支援援、、人人材材育育成成のの推推進進 

（（２２））自自殺殺対対策策とと生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度ととのの連連動動

関係機関とのネットワークづくりと情報共有、自殺対策の窓口と生活困窮者自立相談支援窓

口の連携により、生活困窮を持つ自殺ハイリスク者に対する相談支援と、そのために必要とな

る人材育成を行います。

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆市市民民へへのの相相談談事事業業 

生活環境課

総合的な相談から自殺リスクが高い

人々をキャッチし適切な相談へつな

げる。

来館、電話による市民への相談事業に加えて、法律・税務

相談などの相談対応を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆消消費費生生活活相相談談業業務務 

生活環境課

消費生活上の困難に対して相談を行

い自殺リスクの軽減を図る。

二本松市消費生活センターを設置し、有資格者である相談

員が消費者相談に対応し、問題解決のための情報提供を行

います。

年１回 事業実施実績

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 相相談談機機関関のの周周知知 
健康増進課

毎年 9月の自殺予防週間・3月の自殺

対策強化月間での普及啓発活動の実

施

年２回以上

生活困窮者自立相談支援機関の相談窓口やメンタルヘル

スに関する情報をポスター・チラシ等で周知します。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康相相談談 

健康増進課

こころの健康づくり講座開催回数

年 1回以上

悩みや困難を抱えた方やその家族が身近な地域で相談支

援が受けられるようにするため、精神疾患の早期治療の促

進や社会適応の援助をすることを目的に実施します。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆精精神神保保健健福福祉祉相相談談 

健康増進課

福祉課

精神的な困難を抱える方の相談

相談件数の増加

悩みや困難を抱えた方やその家族の相談を行います。ま

た、必要な相談支援を受けることができるよう関係機関と

連携を図りながら調整を行います。

年１回
事業実施実績

（相談件数）
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活保保護護にに関関すするる相相談談 

 生生活活保保護護各各種種扶扶助助 

福祉課

生活の不安を軽減し自殺リスクの軽

減を図る。

不安を抱える生活困窮世帯の相談に応じるとともに、生活

保護を必要とする場合には、各種扶助（生活・住宅・教育・

介護・医療・出産・生業・葬祭扶助）により生活を支援し

ます。また、必要に応じて被保護者の就労支援等を行いま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（自自立立相相談談支支援援事事業業）） 

福祉課

生活困窮者の相談と自殺対策を連動

し自殺リスクの軽減を図る。

生活困窮者の不安軽減を図るため、適切な支援が受けられ

る相談体制の確保に努めるとともに、自殺対策関連事業に

関わる職員との支援調整会議等を開催し、両事業の連動性

を高めます。

年１回 事業実施実績

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（住住居居確確保保給給付付金金）） 

福祉課

住居の悩みの相談を行い安心できる

居場所づくりへつなげる。

離職などにより経済的に困窮し住居を喪失するおそれが

ある人を対象に、住居確保給付金を支給します。
年１回 事業実施実績

◆◆生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援制制度度（（就就労労準準備備支支援援事事業業）） 

福祉課

就労支援と自殺対策を連動し自殺リ

スクの軽減を図る。

一般就労に向けた準備が整っていない人を対象に、一般就

労に従事する準備としての基礎能力の形成を計画的かつ

一貫して支援します。

年１回 事業実施実績

３３ 勤勤務務・・経経営営対対策策 

政府の働き方改革実行計画において、「改革の目指すところは、働く方一人ひとりが、より良

い将来の展望を持ち得るようにする」ことがあげられていますが、自殺に追い込まれる有職者

はまさにこの反対の状況にあります。勤務・経営対策は、勤務環境、労働環境の多様化に対応

できるよう、単に職域、各事業所での対策だけではなく、行政や地域の業界団体の役割が重要

であるため、地域での周知、啓発等を進めていきます。

（（１１））職職場場ににおおけけるるメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進 

本市の男性有職者の自殺では、配置転換による過労があり、「仕事・人間関係」の問題が背景

にあります。働き盛りの男性は、心理的、社会的にも負担を抱えることが多く、過労、失業、

親の介護等により、心の健康を損ないやすいとされています。こうした人々が安心して生きら

れるようにするために、地域における自殺対策と職域におけるメンタルヘルス対策の連動を図

る必要があります。 
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 相相談談機機関関のの周周知知 
健康増進課

市内事業所（献血協力事業所）等へ相

談機関一覧を配布

年 300 部以上

市内事業所（献血協力事業所）へ、相談窓口やメンタルヘ

ルスに関する情報をポスター・チラシ等で周知します。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康相相談談 

健康増進課

悩みを抱える方の相談会を開催

年 6回

悩みや困難を抱えた方やその家族が身近な地域で相談支

援が受けられるようにするため、精神疾患の早期治療の促

進や社会適応の援助をすることを目的に実施します。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆地地域域保保健健・・産産業業保保健健連連携携推推進進連連絡絡会会議議 

健康増進課

労働者向けの生きることの包括的支

援（自殺対策）の拡充を図る。

各中小企業に対して、ポスターやリーフレットによる情報

提供を行うとともに、保健師や栄養士等による健康相談や

健康講話を実施します。

年１回 事業実施実績

（（２２））長長時時間間労労働働のの是是正正 

「働き方改革実行計画」の決定により、長時間労働の是正が図られていくことが期待されま

すが、自殺対策の観点からも都道府県・市町村において、普及啓発や企業向け研修会、連携会

議の場で好事例を紹介するなどして長時間労働の是正への機運を醸成し、被雇用者の長時間労

働の是正を促す必要があります。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ワワーーククラライイフフババラランンススのの推推進進 

商工課

事業所が職場のメンタルヘルス向上

に積極的に取り組む動機付けへつな

げる。

事業所等人材育成補助金の活用による生産性の向上とワ

ークライフバランスの推進を企業自らが企画できるよう

支援します。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆普普及及啓啓発発事事業業 

 相相談談機機関関のの周周知知 
健康増進課

市内事業所（献血協力事業所）等へ相

談機関一覧を配布

年 300 部以上

市内事業所（献血協力事業所）へ、相談窓口やメンタルヘ

ルスに関する情報をポスター・チラシ等で周知します。
年１回

事業実施実績

（実施回数）

◆◆こここころろのの健健康康相相談談 

健康増進課

悩みを抱える方の相談会を開催

年 6回

悩みや困難を抱えた方やその家族が身近な地域で相談支

援が受けられるようにするため、精神疾患の早期治療の促

進や社会適応の援助をすることを目的に実施します。

年１回
事業実施実績

（開催回数）

◆◆地地域域保保健健・・産産業業保保健健連連携携推推進進連連絡絡会会議議 

健康増進課

労働者向けの生きることの包括的支

援（自殺対策）の拡充を図る。

各中小企業に対して、ポスターやリーフレットによる情報

提供を行うとともに、保健師や栄養士等による健康相談や

健康講話を実施します。

年１回 事業実施実績

（（２２））長長時時間間労労働働のの是是正正 

「働き方改革実行計画」の決定により、長時間労働の是正が図られていくことが期待されま

すが、自殺対策の観点からも都道府県・市町村において、普及啓発や企業向け研修会、連携会

議の場で好事例を紹介するなどして長時間労働の是正への機運を醸成し、被雇用者の長時間労

働の是正を促す必要があります。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆ワワーーククラライイフフババラランンススのの推推進進 

商工課

事業所が職場のメンタルヘルス向上

に積極的に取り組む動機付けへつな

げる。

事業所等人材育成補助金の活用による生産性の向上とワ

ークライフバランスの推進を企業自らが企画できるよう

支援します。

年１回 事業実施実績
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４４ 子子どどもも・・若若者者へへのの支支援援 

我が国の自殺者数は、近年、全体としては減少傾向にあるものの、小中高生の自殺者数は増

えており、令和３年（2021 年）には小中高生の自殺者数が過去２番目の水準となっています。

また、若年層の死因に占める自殺の割合は高く、若年層の自殺対策が課題となっています。

さらに、基本法に学校におけるＳＯＳの出し方に関する教育の推進が盛り込まれていること

などから、特に若者の自殺対策が重要となっています。

（（１１））子子どどももへへのの支支援援のの充充実実 

子どもの自殺を予防するため、子どもたちが不安や悩みを打ち明けやすい環境づくりを推進

するとともに、悩み、苦しんでいる子どもをいち早く把握し、支援することができる取り組み

を促進します。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆家家庭庭児児童童相相談談室室 

子育て支援課

子どもや家族の相談を行うことで自

殺リスクの軽減を図る。

児童福祉関係機関と連携し、家庭環境の健全化と児童養育

の適正化を図るとともに、相談支援業務の充実に努め、乳

幼児・児童・生徒の健全育成と家庭児童福祉の向上を図り

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆要要保保護護児児童童対対策策事事業業 

子育て支援課

保護者への支援を通じて問題の深刻

化を防ぎ自殺リスクの軽減を図る。

要保護児童対策地域協議会を通して、虐待対応や研修会を

実施し、要保護児童対策（虐待防止）の向上を図ります。
年１回 事業実施実績

（（２２））学学生生・・生生徒徒等等へへのの支支援援のの充充実実 

学生・生徒等への支援を充実させるためには、学校内にとどまらず、地域における児童福祉

との連携が重要となります。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆保保幼幼小小中中連連携携事事業業 

学校教育課

関係機関の連携を図り包括的・継続的

に支援する。

子どもたちが希望や目標を持って各学校に入学し、それぞ

れの学校生活にスムーズに移行できるよう、保育園、幼稚

園、小学校、中学校間との連携体制を強化します。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育相相談談推推進進事事業業 

学校教育課

学校で相談できる環境を整えること

で自殺リスクの軽減を図る。

児童・生徒の心理面や学級集団を客観的に把握し、学級経

営や授業の改善に努めます。
年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活指指導導・・健健全全育育成成（（教教職職員員向向けけ研研修修等等）） 

学校教育課

子どもの自殺リスクに直面した際の

対応と支援について理解を深める。

児童・生徒の問題行動を未然に防ぐとともに、児童・生徒

の悩みを聞き必要な支援へつなげるよう、教職員への研修

を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆就就学学にに関関すするる相相談談 

学校教育課

特別な支援を要する児童・生徒の相談

を行い、児童・生徒、保護者の負担を

軽減する。

特別に支援を要する児童・生徒に対し、関係機関と協力し

て一人ひとりの障がい及び発達状態に応じたきめ細かな

相談を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆いいじじめめ防防止止対対策策事事業業 

学校教育課

いじめを受けている児童生徒の早期

発見と対応、いじめを受けた子どもが

周囲に助けを求められるよう、ＳＯＳ

の出し方教育を推進する。

フォーラムの開催や各校のいじめ防止基本方針の点検と

見直し、個別支援等を通じて、いじめの早期発見、即時

対応、継続的な再発予防を図ります。

また、いじめ問題が発生した場合、速やかに市いじめ問

題対策委員会を開催し、状況の共有、実態調査等を行い

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー 

学校教育課

不登校等の悩みを相談し自殺リスク

の軽減を図る。

不登校の児童・生徒への学習支援や保護者への相談支援を

行います。また、各学校に対して教育支援センターの役割

等を周知することにより、教育等に関する不安や悩みを抱

える保護者への利用促進を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターーででのの適適応応指指導導教教室室 

学校教育課

不登校の児童・生徒の自主・自立の支

援を行い自殺リスクの軽減を図る。

不登校の児童・生徒に対し、元校長や教員経験者、臨床心

理士等が連携して、一日も早い学校への復帰を目指し、一

人ひとりの状況に応じた学習やグループ活動を実施しま

す。また、児童・生徒が自らの生活を立て直し、自主・自

立の力を発揮できるよう支援します。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー管管理理運運営営 

教教育育相相談談員員（（心心理理））にによよるる相相談談 

学校教育課

学校以外の場で専門の相談員に相談

できる機会を提供することで早期の

問題発見・対応を行う。

子どもの教育上の悩みや心配事に関する相談を、教育相談

員（心理）が対面で受け付けます。また、仕事の都合や家

庭の事情等で来室できない場合には、電話相談も行いま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー管管理理運運営営 

ススククーールルソソーーシシャャルルワワーーカカーーにによよるる、、様様々々なな課課題題をを抱抱ええたた

児児童童・・生生徒徒にに対対ししててのの相相談談 

学校教育課

児童・生徒、保護者の様々な相談に応

じることで、家庭の直面している問題

に早期に気づく。

社会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクールソー

シャルワーカーを活用し、様々な課題を抱えた児童・生徒

に対し、当該児童・生徒が置かれた環境へ働きかけたり、

関係機関等とのネットワークを活用したりするなど多様

な支援方法を用いて課題解決への対応を図ります。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆生生活活指指導導・・健健全全育育成成（（教教職職員員向向けけ研研修修等等）） 

学校教育課

子どもの自殺リスクに直面した際の

対応と支援について理解を深める。

児童・生徒の問題行動を未然に防ぐとともに、児童・生徒

の悩みを聞き必要な支援へつなげるよう、教職員への研修

を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆就就学学にに関関すするる相相談談 

学校教育課

特別な支援を要する児童・生徒の相談

を行い、児童・生徒、保護者の負担を

軽減する。

特別に支援を要する児童・生徒に対し、関係機関と協力し

て一人ひとりの障がい及び発達状態に応じたきめ細かな

相談を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆いいじじめめ防防止止対対策策事事業業 

学校教育課

いじめを受けている児童生徒の早期

発見と対応、いじめを受けた子どもが

周囲に助けを求められるよう、ＳＯＳ

の出し方教育を推進する。

フォーラムの開催や各校のいじめ防止基本方針の点検と

見直し、個別支援等を通じて、いじめの早期発見、即時

対応、継続的な再発予防を図ります。

また、いじめ問題が発生した場合、速やかに市いじめ問

題対策委員会を開催し、状況の共有、実態調査等を行い

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー 

学校教育課

不登校等の悩みを相談し自殺リスク

の軽減を図る。

不登校の児童・生徒への学習支援や保護者への相談支援を

行います。また、各学校に対して教育支援センターの役割

等を周知することにより、教育等に関する不安や悩みを抱

える保護者への利用促進を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターーででのの適適応応指指導導教教室室 

学校教育課

不登校の児童・生徒の自主・自立の支

援を行い自殺リスクの軽減を図る。

不登校の児童・生徒に対し、元校長や教員経験者、臨床心

理士等が連携して、一日も早い学校への復帰を目指し、一

人ひとりの状況に応じた学習やグループ活動を実施しま

す。また、児童・生徒が自らの生活を立て直し、自主・自

立の力を発揮できるよう支援します。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー管管理理運運営営 

教教育育相相談談員員（（心心理理））にによよるる相相談談 

学校教育課

学校以外の場で専門の相談員に相談

できる機会を提供することで早期の

問題発見・対応を行う。

子どもの教育上の悩みや心配事に関する相談を、教育相談

員（心理）が対面で受け付けます。また、仕事の都合や家

庭の事情等で来室できない場合には、電話相談も行いま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆教教育育支支援援セセンンタターー管管理理運運営営 

ススククーールルソソーーシシャャルルワワーーカカーーにによよるる、、様様々々なな課課題題をを抱抱ええたた

児児童童・・生生徒徒にに対対ししててのの相相談談 

学校教育課

児童・生徒、保護者の様々な相談に応

じることで、家庭の直面している問題

に早期に気づく。

社会福祉等の専門的な知識や技術を有するスクールソー

シャルワーカーを活用し、様々な課題を抱えた児童・生徒

に対し、当該児童・生徒が置かれた環境へ働きかけたり、

関係機関等とのネットワークを活用したりするなど多様

な支援方法を用いて課題解決への対応を図ります。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆教教育育にに関関すするる調調査査研研究究・・会会議議やや連連絡絡会会のの開開催催等等 

学校教育課

スクールカウンセラーや専門相談員

との連携を推進する。

教育支援センターにおいて、学校、家庭、関係機関と連携

しながら、不登校児童・生徒の通所支援や特別な支援を要

する児童・生徒の保護者との教育相談を実施します。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年育育成成事事業業 

生涯学習課

青少年の地域とのつながりを保つこ

とで自殺リスクの軽減を図る。

各種講習会を開催し、青少年の豊かな人格形成や指導者の

資質の向上を図ります。また、市青少年育成市民会議を通

じて、青少年育成団体等の関係者と連携体制を強化しま

す。

年１回 事業実施実績

◆◆青青少少年年対対策策事事務務 

生涯学習課

青少年層の抱える問題や自殺の危機

等に関する情報を共有

青少年問題協議会を開催し、青少年層の抱える問題や自

殺の危機等に関する情報を共有し、自殺対策関連事業に

関わる職員との連携を構築します。

年１回 事業実施実績

◆◆少少年年セセンンタターー運運営営事事業業 

生涯学習課

青少年のＳＯＳを早期にキャッチし

自殺リスクの軽減を図る。

青少年の健全育成を図るため、関係団体と連携し、街頭補

導や電話相談、広報啓発活動等、各種事業を充実します。
年１回 事業実施実績

◆◆家家庭庭児児童童相相談談室室 

子育て支援課

児童・生徒や家族の相談を行うことで

自殺リスクの軽減を図る。

児童福祉関係機関と連携し、家庭環境の健全化と児童養育

の適正化を図るとともに、相談支援業務の充実に努め、乳

幼児・児童・生徒の健全育成と家庭児童福祉の向上を図り

ます。

年１回 事業実施実績
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５５ 女女性性へへのの支支援援 

我が国の自殺者数は、近年、全体としては減少傾向にあるものの、女性の自殺者数は令和２

年（2020 年）に２年ぶりに増加し、令和３年（2021 年）もさらに前年を上回りました。

女性の自殺対策は、妊産婦への支援をはじめ、女性特有の視点も踏まえて講じていく必要が

あります。

（（１１））妊妊産産婦婦へへのの支支援援のの充充実実 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦等への支援の強化を図るため、関係機関の連携

を促進し支援を進めます。また、出産後間もない時期の産婦については、産後うつの予防等を

図る観点から、産婦健康診査で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、支援が必要な産婦

について関係機関と連携しながら支援を強化します。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆母母子子保保健健((妊妊婦婦へへのの支支援援）） 

健康増進課

妊婦に対するリスクの把握、切れ目の

ない多様な支援を行い、生きることの

包括的支援へつなげる。

妊婦の健康保持及び増進を図るため、母子健康手帳の交付

時に面接指導を実施するとともに、妊婦に対する健康診査

を実施し、健康状態の把握、適切な保健指導等を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（訪訪問問指指導導）） 

健康増進課

悩みや困難を抱える妊産婦や子育て

に関連する悩みの相談を行い、育児等

の不安や悩みの軽減を図る。

母子の健康保持及び増進を図るため、ハイリスク妊産婦や

援助が必要と思われる新生児を対象に、訪問指導を実施し

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（産産後後ケケアア事事業業）） 

健康増進課

出産直後の早期段階から必要な支援

行うことで、産後うつ等のリスクを軽

減する。

退院直後から産後５か月未満の母子の健康チェック、助産

師による乳房ケアや授乳相談等を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（育育児児相相談談）） 

健康増進課

保護者の負担や不安感に応じて、関係

機関と連携を図りながら包括的な支

援を提供する。

妊娠、出産、子育てに関する不安や悩みを軽減するため、

子育て世代包括支援センター等による総合相談体制を充

実します。また、保健師や助産師等が連携して妊娠から子

育てまで切れ目のない支援を行います。 

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（乳乳幼幼児児健健康康相相談談）） 

健康増進課

保護者の負担や不安感に応じて、関係

機関と連携を図りながら包括的な支

援を提供する。

母子の健康づくりのために、乳幼児の発育、発達、栄養、

育児等について保健師や栄養士、臨床心理士による相談を

実施します。

年１回 事業実施実績
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５５ 女女性性へへのの支支援援 

我が国の自殺者数は、近年、全体としては減少傾向にあるものの、女性の自殺者数は令和２

年（2020 年）に２年ぶりに増加し、令和３年（2021 年）もさらに前年を上回りました。

女性の自殺対策は、妊産婦への支援をはじめ、女性特有の視点も踏まえて講じていく必要が

あります。

（（１１））妊妊産産婦婦へへのの支支援援のの充充実実 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦等への支援の強化を図るため、関係機関の連携

を促進し支援を進めます。また、出産後間もない時期の産婦については、産後うつの予防等を

図る観点から、産婦健康診査で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、支援が必要な産婦

について関係機関と連携しながら支援を強化します。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆母母子子保保健健((妊妊婦婦へへのの支支援援）） 

健康増進課

妊婦に対するリスクの把握、切れ目の

ない多様な支援を行い、生きることの

包括的支援へつなげる。

妊婦の健康保持及び増進を図るため、母子健康手帳の交付

時に面接指導を実施するとともに、妊婦に対する健康診査

を実施し、健康状態の把握、適切な保健指導等を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（訪訪問問指指導導）） 

健康増進課

悩みや困難を抱える妊産婦や子育て

に関連する悩みの相談を行い、育児等

の不安や悩みの軽減を図る。

母子の健康保持及び増進を図るため、ハイリスク妊産婦や

援助が必要と思われる新生児を対象に、訪問指導を実施し

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（産産後後ケケアア事事業業）） 

健康増進課

出産直後の早期段階から必要な支援

行うことで、産後うつ等のリスクを軽

減する。

退院直後から産後５か月未満の母子の健康チェック、助産

師による乳房ケアや授乳相談等を行います。
年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（育育児児相相談談）） 

健康増進課

保護者の負担や不安感に応じて、関係

機関と連携を図りながら包括的な支

援を提供する。

妊娠、出産、子育てに関する不安や悩みを軽減するため、

子育て世代包括支援センター等による総合相談体制を充

実します。また、保健師や助産師等が連携して妊娠から子

育てまで切れ目のない支援を行います。 

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（乳乳幼幼児児健健康康相相談談）） 

健康増進課

保護者の負担や不安感に応じて、関係

機関と連携を図りながら包括的な支

援を提供する。

母子の健康づくりのために、乳幼児の発育、発達、栄養、

育児等について保健師や栄養士、臨床心理士による相談を

実施します。

年１回 事業実施実績
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事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆母母子子保保健健（（乳乳幼幼児児健健診診、、歯歯科科支支援援）） 

健康増進課

育児によるストレス等の相談や困難

な家庭状況を把握し、必要な支援・相

談へつなげる。

健やかな乳幼児期を送れるよう、健康診査を実施し子ども

の発育、発達状況を確認するとともに、育児に関する不安

を抱えた母親へのアドバイスや助言など育児支援を行い

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆母母子子保保健健（（発発達達支支援援）） 

健康増進課

発達上の困難を抱える子どもと家族

への支援を行い、不安感の軽減を図

る。

心身に障がいの疑いがある子どもと保護者を対象に、相談

や参加者同士の交流の場を提供し、地域での生活を支援し

ます。

年１回 事業実施実績

◆◆ここんんににちちはは赤赤ちちゃゃんん事事業業 

子育て支援課

子育てに関連する悩みの相談を行い、

育児等の不安や悩みの軽減を図る。

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て

に関する情報提供や養育環境等の把握を行うほか、養育に

ついての相談に応じ助言やその他の援助を行います。

年１回 事業実施実績

◆◆子子育育てて支支援援セセンンタターー運運営営事事業業 

子育て支援課

母親同士の交流や子育てに関連する

悩みの相談を行い、危機的状況にある

保護者を発見し早期の対応につなげ

る。

育児不安などについての相談・支援や保育サービスの情報

提供、育児セミナー等を開催し、子育て家庭の育児不安の

軽減を図ります。また、民間の子育て支援センターが行う

地域子育て支援拠点事業に対し助成します。

年１回 事業実施実績

◆◆フファァミミリリーーササポポーートトセセンンタターー活活動動推推進進事事業業 

子育て支援課

子育てに関連する悩みの相談を行い、

必要時に専門機関の支援につなげる。

地域における子育て支援活動を支援するため、ファミリー

サポートセンター運営に要する経費の一部を助成します。
年１回 事業実施実績
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（（２２））ココロロナナ禍禍でで顕顕在在化化ししたた課課題題をを踏踏ままええたた女女性性支支援援 

コロナ禍において女性の雇用問題が深刻化し、各種支援策が十分に届いていない状況がある

との指摘があります。困難な問題を抱える方々に必要な支援が十分に行き渡るように取り組み

を推進します。また、配偶者等からの暴力の相談件数が高水準で推移していることも踏まえ、

多様なニーズに対応できる相談体制の整備を進めるなど、被害者支援の更なる充実を図ります。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆男男女女共共同同参参画画計計画画推推進進事事業業 

秘書政策課

ＤＶと自殺リスクとの関連性や自殺

対策について支援に携わる関係者の

間で理解や認識を深める。

男女共同参画に関する啓発イベントや講座を開催し、市民

の男女共同意識を啓発します。また、ＤＶに関するリーフ

レットを作成し、講演会や公共施設、商業施設等で配布す

ることでＤＶに対する意識を高めます。

年１回 事業実施実績

◆◆児児童童扶扶養養手手当当費費 

子育て支援課

ひとり親家庭の生活の支援により、不

安の軽減を図る。

ひとり親家庭の生活安定と自立促進のために、児童扶養手

当を支給します。
年１回 事業実施実績

◆◆ひひととりり親親家家庭庭医医療療費費助助成成事事業業 

子育て支援課

ひとり親家庭の生活の支援により、不

安の軽減を図る。

ひとり親家庭の福祉増進のために、医療費の一部を助成し

ます。
年１回 事業実施実績

◆◆母母子子父父子子家家庭庭自自立立支支援援給給付付金金事事業業 

子育て支援課

申請時の面談から自殺のリスクを抱

えた方を把握して、支援へとつなげ

る。

母子父子家庭の自立促進のために、生活の安定に資する資

格の取得、主体的な能力開発を支援します。
年１回 事業実施実績
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（（２２））ココロロナナ禍禍でで顕顕在在化化ししたた課課題題をを踏踏ままええたた女女性性支支援援 

コロナ禍において女性の雇用問題が深刻化し、各種支援策が十分に届いていない状況がある

との指摘があります。困難な問題を抱える方々に必要な支援が十分に行き渡るように取り組み

を推進します。また、配偶者等からの暴力の相談件数が高水準で推移していることも踏まえ、

多様なニーズに対応できる相談体制の整備を進めるなど、被害者支援の更なる充実を図ります。 

事業
担当課

目標

取り組み内容 確認頻度 確認方法

◆◆男男女女共共同同参参画画計計画画推推進進事事業業 

秘書政策課

ＤＶと自殺リスクとの関連性や自殺

対策について支援に携わる関係者の

間で理解や認識を深める。

男女共同参画に関する啓発イベントや講座を開催し、市民

の男女共同意識を啓発します。また、ＤＶに関するリーフ

レットを作成し、講演会や公共施設、商業施設等で配布す

ることでＤＶに対する意識を高めます。

年１回 事業実施実績

◆◆児児童童扶扶養養手手当当費費 

子育て支援課

ひとり親家庭の生活の支援により、不

安の軽減を図る。

ひとり親家庭の生活安定と自立促進のために、児童扶養手

当を支給します。
年１回 事業実施実績

◆◆ひひととりり親親家家庭庭医医療療費費助助成成事事業業 

子育て支援課

ひとり親家庭の生活の支援により、不

安の軽減を図る。

ひとり親家庭の福祉増進のために、医療費の一部を助成し

ます。
年１回 事業実施実績

◆◆母母子子父父子子家家庭庭自自立立支支援援給給付付金金事事業業 

子育て支援課

申請時の面談から自殺のリスクを抱

えた方を把握して、支援へとつなげ

る。

母子父子家庭の自立促進のために、生活の安定に資する資

格の取得、主体的な能力開発を支援します。
年１回 事業実施実績
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第第３３節節 生生ききるる支支援援関関連連施施策策 

１１ 生生ききるる支支援援関関連連施施策策（（5599事事業業））ににつついいてて

庁内の関連事業を把握するために、各課の事業・業務について自殺対策と関連する、もしく

は事業の工夫によって自殺対策に関連させる可能性があるものを抽出しました。

これらの事業について、自殺対策の視点からの事業の捉え方を踏まえ、基本施策（５項目）

及び重点施策（５項目）に基づき、関連あるものとして分類しました。

さらに、この 59 事業のほかにも数多くの事業・業務がありますが、あらゆる機会を捉え、

市民に対する啓発と周知を行っていくよう努めるものとします。

各課の事業・業務で市民と関わる際、もし悩んでいる人に“気づき”、必要に応じて関係者に

紹介し問題解決にあたることが必要な場合、話を“聴き”、関係部署に“つなぐ”役割を、一人

ひとりが担っていくことが望まれます。

２２ 生生ききるる支支援援関関連連施施策策一一覧覧 

担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

休日当番医事業

▼通常時間外で応急処置が必要な方の中には、精神疾患の急
激な悪化や家族の暴力等、自殺リスクにかかわる問題を抱え
ているケースもあると想定される。
▼ケースによっては必要な支援先につなぐ等の対応を取るな
ど、自殺対策と連動させることでより効果的な支援になり得
る。

● ●

健康推進員会

▼推進員にゲートキーパー研修を受講してもらい、地域住民
の状態把握について理解を深めてもらうことにより、推進員
がリスクの高い住民を行政につなぐ等の対応が取れるように
なる可能性がある。

● ● ● ●

新任保健師現任教育

▼保健師業務に関する指導やオリエンテーションの中に、自
殺対策に関する講義を入れることにより、新任時より自殺対
策の視点をもって、地域住民の支援に当たることができるよ
うになる。

●

依存症関連の普及・啓発

▼依存症問題を抱える方は自殺のリスクが一般的に高く、家
族も困難を抱えている場合が多い。
▼連絡会や相談の機会は、飲酒等行動上の問題を抱える方の
情報をキャッチし、関係機関が連携し支援するための契機、
接点になり得る。

●

健康診査、女性検診、各種
がん検診
健康相談
生活習慣病重症化予防事業

▼健康診断や健康相談の機会を利用することで、問題に関す
る詳しい聞き取りを行ったり、必要な場合には専門機関によ
る支援につないだりするなど、支援への接点となり得る。

● ● ● ● ● ●

基本施策 重点施策

健
康
増
進
課

基本施策
１．地域におけるネットワークの強化
２．人材の育成
３．啓発と周知
４．生きることの促進要因への支援
５．児童生徒の SOS の出し方に関する教育

重点施策
６．高齢者対策
７．生活困窮者対策
８．勤務・経営対策
９．子ども・若者への支援

10．女性への支援
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

受診行動適正化指導事業

▼医療機関を頻回・重複受診する方の中には、地域で孤立状
態にあったり、日々の生活や心身の健康面等で不安や問題を
抱え、自殺リスクが高い方もいると思われる。
▼訪問指導の際に状況の聞き取りと把握を行うことで、自殺
のリスクが高い場合には他機関につなぐ等の対応を行うこと
ができれば、自殺リスクの軽減にもつながり得る。

● ●

放射線学習会
▼放射線に対する不安を抱える人への支援は、生きることの
包括的支援になり得る。

● ● ●

地域福祉推進事業

▼地域包括ケアと自殺対策との連動は今後の重要課題とも
なっており、地域福祉ネットワークや会議体はその連動を進
める上での要となり得る。
▼地域の自殺実態や対策の情報、要支援者の安否情報の収集
ならびに関係者間での情報等の共有を図ることで、両施策の
スムーズな連動を図ることもできる。

● ● ● ● ● ●

障がい者虐待の対応
障がい者虐待に関する通
報・相談窓口の設置

▼虐待への対応を糸口に、当人や家族等、擁護者を支援して
いくことで、背後にある様々な問題をも察知し、適切な支援
先へとつないでいく接点（生きることの包括的支援への接
点）にもなり得る。

●

障がい福祉計画策定・管理
事業

▼障がい者福祉事業と自殺対策事業との連携可能な部分の検
討を進めることにより、両事業のさらなる連携の促進を図る
ことができる。

●

保護司会補助金

▼犯罪や非行に走る人の中には、日常生活上の問題や、家庭
や学校の人間関係にトラブルを抱えており、自殺のリスクが
高い方も少なくない。
▼保護司の方にゲートキーパー研修を行うことで、対象者が
様々な問題を抱えている場合には、保護司が適切な支援先へ
とつなぐ等の対応を取ることが可能となる。

● ● ●

障がい者差別解消推進事業

▼相談対応にあたる職員にゲートキーパー研修を受講しても
らうことで、必要時には適切な機関へつなぐ等の対応につい
て理解を深めてもらい、自殺リスクを抱えた人の把握、支援
を拡充していくことができる。

● ●

手話通訳者養成事業

▼養成講座の中で自殺のリスク要因や対策事業について言及
することで、支援対象者の中で自殺リスクの高い方がいた場
合には、適切な支援先につなぐ等、気づき役、つなぎ役とし
ての意識を高めてもらう機会となり得る。

● ● ●

障がい者講座・講習の開催
▼講座・講習において、テーマに即した形で自殺の問題を取
り上げることができれば、保護者に対する啓発の機会となり
得る。

● ● ●

ガイドブック作成事業
障がいに関する各種手帳の
しおりや育ちの記録を作
成・配布

▼しおりや育ちの記録の改訂時に、生きる支援に関連する相
談窓口の一覧情報を入れ込むことで、住民に対する相談機関
の周知の拡充を図ることができる。

●

障がい児支援に関する事務
▼障がい児を抱えた保護者への相談支援の提供は、保護者に
過度な負担が掛かるのを防ぎ、結果として保護者の自殺リス
クの軽減にも寄与し得る。

● ● ●

健
康
増
進
課

基本施策 重点施策

福
祉
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

受診行動適正化指導事業

▼医療機関を頻回・重複受診する方の中には、地域で孤立状
態にあったり、日々の生活や心身の健康面等で不安や問題を
抱え、自殺リスクが高い方もいると思われる。
▼訪問指導の際に状況の聞き取りと把握を行うことで、自殺
のリスクが高い場合には他機関につなぐ等の対応を行うこと
ができれば、自殺リスクの軽減にもつながり得る。

● ●

放射線学習会
▼放射線に対する不安を抱える人への支援は、生きることの
包括的支援になり得る。

● ● ●

地域福祉推進事業

▼地域包括ケアと自殺対策との連動は今後の重要課題とも
なっており、地域福祉ネットワークや会議体はその連動を進
める上での要となり得る。
▼地域の自殺実態や対策の情報、要支援者の安否情報の収集
ならびに関係者間での情報等の共有を図ることで、両施策の
スムーズな連動を図ることもできる。

● ● ● ● ● ●

障がい者虐待の対応
障がい者虐待に関する通
報・相談窓口の設置

▼虐待への対応を糸口に、当人や家族等、擁護者を支援して
いくことで、背後にある様々な問題をも察知し、適切な支援
先へとつないでいく接点（生きることの包括的支援への接
点）にもなり得る。

●

障がい福祉計画策定・管理
事業

▼障がい者福祉事業と自殺対策事業との連携可能な部分の検
討を進めることにより、両事業のさらなる連携の促進を図る
ことができる。

●

保護司会補助金

▼犯罪や非行に走る人の中には、日常生活上の問題や、家庭
や学校の人間関係にトラブルを抱えており、自殺のリスクが
高い方も少なくない。
▼保護司の方にゲートキーパー研修を行うことで、対象者が
様々な問題を抱えている場合には、保護司が適切な支援先へ
とつなぐ等の対応を取ることが可能となる。

● ● ●

障がい者差別解消推進事業

▼相談対応にあたる職員にゲートキーパー研修を受講しても
らうことで、必要時には適切な機関へつなぐ等の対応につい
て理解を深めてもらい、自殺リスクを抱えた人の把握、支援
を拡充していくことができる。

● ●

手話通訳者養成事業

▼養成講座の中で自殺のリスク要因や対策事業について言及
することで、支援対象者の中で自殺リスクの高い方がいた場
合には、適切な支援先につなぐ等、気づき役、つなぎ役とし
ての意識を高めてもらう機会となり得る。

● ● ●

障がい者講座・講習の開催
▼講座・講習において、テーマに即した形で自殺の問題を取
り上げることができれば、保護者に対する啓発の機会となり
得る。

● ● ●

ガイドブック作成事業
障がいに関する各種手帳の
しおりや育ちの記録を作
成・配布

▼しおりや育ちの記録の改訂時に、生きる支援に関連する相
談窓口の一覧情報を入れ込むことで、住民に対する相談機関
の周知の拡充を図ることができる。

●

障がい児支援に関する事務
▼障がい児を抱えた保護者への相談支援の提供は、保護者に
過度な負担が掛かるのを防ぎ、結果として保護者の自殺リス
クの軽減にも寄与し得る。

● ● ●

健
康
増
進
課

基本施策 重点施策

福
祉
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

障がい者基幹相談支援セン
ター事業

▼センターで相談対応にあたる職員に、ゲートキーパー研修
を受講してもらうことで、自殺対策の視点についても理解し
てもらい、問題を抱えている場合には適切な窓口へつなぐ
等、職員の相談対応の強化につながり得る。

● ● ● ●

障がい者相談員による相談
業務（身体・知的障がい者
相談員）

▼各種障がいを抱えて地域で生活している方は、生活上の
様々な困難に直面する中で、自殺のリスクが高まる場合もあ
る。
▼相談員を対象にゲートキーパー研修を実施することで、そ
うした方々の状況を察知・把握する上での視点を身に付けて
もらい、必要な場合には適切な支援先につなぐ等、相談員が
気づき役、つなぎ役としての役割を担えるようになる可能性
がある。

● ● ● ●

日中一時支援事業

▼事業所での活動の状況から、障がい者（児）の状態把握を
行うことで、虐待等を早期に発見するための機会ともなり得
る。それは自殺リスクへの早期対応にもつながりうる。
▼介護の負担を軽減するという意味で、支援者（介護者）へ
の支援としても位置付け得る。

● ● ●

訓練等給付に関する事務
▼障がい者の抱える様々な問題に気づき、適切な支援先へと
つなげる上での最初の窓口となり得るもので、そうした取組
は自殺リスクの軽減にも寄与し得る。

● ●

訪問入浴事業

▼訪問入浴の介助を行う職員にゲートキーパー研修を受講し
てもらうことで、障がい者とその家族が何か問題等を抱えて
いる場合には、その職員が適切な窓口へつなぐ等のための対
応を取れるようになる可能性がある。

● ●

手話奉仕員養成事業

▼手話奉仕員にゲートキーパー研修を受講してもらうことに
より、障がい者の中で様々な問題を抱えて自殺リスクが高
まった方がいた場合には、適切な支援先につなぐ等、手話奉
仕員が気づき役やつなぎ役としての役割を担えるようになる
可能性がある。

● ● ● ●

手話通訳者等派遣事業

▼通訳者や奉仕員等の支援員にゲートキーパー研修を受講し
てもらうことで、対象者の抱える自殺リスクに早期に気づ
き、必要時には適切な機関へつなぐ等、支援員が気づき役、
つなぎ役としての役割を担えるようになる可能性がある。

● ● ● ●

養護老人ホームへの入所

▼老人ホームへの入所手続きの中で、当人や家族等と接触の
機会があり、問題状況等の聞き取りができれば、家庭での
様々な問題について察知し、必要な支援先につなげる接点と
もなりうる。

● ● ●

巡回福祉車両運行事業

▼職員にゲートキーパー研修を受講してもらうことで、対象
者の中に自殺のリスクの高い高齢者がいた場合には、その職
員が適切な機関へつなぐ等、気づき役、つなぎ役としての役
割を担えるようになる可能性がある。

● ● ●

訪問理美容サービス事業

▼理美容サービスを行う業者にゲートキーパー研修を受講し
てもらうことで、理美容業者が高齢者とその家族が抱える問
題等に気づき、必要に応じて適切な窓口へつなぐ等、気づき
役、つなぎ役を担えるようになる可能性がある。

● ● ●

基本施策 重点施策

福
祉
課

高
齢
福
祉
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

認知症サポーター養成講座

▼認知症の家族にかかる負担は大きく、介護の中で共倒れと
なったり心中が生じたりする危険性もある。
▼サポーターにゲートキーパー研修を受講してもらうこと
で、サポーターがそうしたリスクの早期発見と対応等、気づ
き役としての役割を担えるようになる可能性がある。

● ● ●

温泉等利用健康増進事業
▼利用券を使用することで、健康増進、閉じこもりの解消を
図ることができる。

● ● ●

介護給付に関する事務

▼介護は当人や家族にとって負担が大きく、最悪の場合、心
中や殺人へとつながる危険もある。
▼居宅介護支援の提供は、介護にまつわる問題を抱えて自殺
のリスクが高い住民との接触機会として活用し得る。
▼相談を通じて当人や家族の負担軽減を図ることで、自殺リ
スクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

子
育
て
支
援
課

母子父子寡婦福祉資金貸付
事業【県事業】

▼ひとり親家庭は貧困に陥りやすく、また孤立しがちである
など、自殺につながる問題要因を抱え込みやすい。
▼貸付の前後で、保護者と対面でやりとりする機会があれ
ば、自殺リスクを早期に発見し、他機関と連携して支援を
行っていく上での契機になり得る。

● ● ●

公害・環境関係の苦情相談

▼自殺に至る背景には、近隣関係の悩みやトラブル等が関与
している場合や、悪臭や騒音等の住環境に関するトラブルの
背景に精神疾患の悪化等が絡んでいる場合も少なくない。
▼公害や環境に関する住民からの苦情相談は、それらの問題
を把握・対処する上での有益な情報源として活用できる可能
性がある。

● ●

地域防災計画の作成

▼自殺総合対策大綱において、大規模災害における被災者の
心のケア支援事業の充実・改善や、各種の生活上の不安や悩
みに対する相談や実務的な支援と専門的な心のケアとの連携
強化等の必要性がうたわれている。
▼地域防災計画においてメンタルヘルスの重要性や施策等に
つき言及することで、危機発生時における被災者のメンタル
ヘルス対策を推進し得る。

● ●

葬祭費の支給

▼葬祭費の申請を行う方の中には、大切な方との死別のみな
らず、費用の支払いや死後の手続き面などで様々な問題を抱
えて、自殺リスクの高まっている方もいる可能性がある。そ
のため抱えている問題に応じて、支援機関の情報提供を行う
ことは可能。

● ● ●

保険料の賦課、収納、減免

▼保険料の滞納をしている方は、経済的な困難を抱えている
方も少なくない。
▼納付勧奨等の措置を講じる中で、当事者から状況の聞き取
りを行い、必要に応じて様々な支援機関につなげる等、支援
への接点となり得る。

● ●

特定保健指導
▼健康の相談をきっかけに、メンタルサポートを行う事で自
殺リスクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

重症化予防保健指導
▼健康の相談をきっかけに、メンタルサポートを行う事で自
殺リスクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

徴収事務（徴収猶予） ● ●

税務総務費（徴収専門員） ● ●

生
活
環
境
課

国
保
年
金
課

税
務
課

▼市税等を納期限内に納付できない者は生活面で深刻な問題
を抱えていたり、困難な状況にあったりする可能性が高いた
め、納税に係る相談を「生きることの包括的な支援」のきっ
かけと捉え、実際に様々な支援につなげられる体制を作って
おく必要がある。

基本施策 重点施策

高
齢
福
祉
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

認知症サポーター養成講座

▼認知症の家族にかかる負担は大きく、介護の中で共倒れと
なったり心中が生じたりする危険性もある。
▼サポーターにゲートキーパー研修を受講してもらうこと
で、サポーターがそうしたリスクの早期発見と対応等、気づ
き役としての役割を担えるようになる可能性がある。

● ● ●

温泉等利用健康増進事業
▼利用券を使用することで、健康増進、閉じこもりの解消を
図ることができる。

● ● ●

介護給付に関する事務

▼介護は当人や家族にとって負担が大きく、最悪の場合、心
中や殺人へとつながる危険もある。
▼居宅介護支援の提供は、介護にまつわる問題を抱えて自殺
のリスクが高い住民との接触機会として活用し得る。
▼相談を通じて当人や家族の負担軽減を図ることで、自殺リ
スクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

子
育
て
支
援
課

母子父子寡婦福祉資金貸付
事業【県事業】

▼ひとり親家庭は貧困に陥りやすく、また孤立しがちである
など、自殺につながる問題要因を抱え込みやすい。
▼貸付の前後で、保護者と対面でやりとりする機会があれ
ば、自殺リスクを早期に発見し、他機関と連携して支援を
行っていく上での契機になり得る。

● ● ●

公害・環境関係の苦情相談

▼自殺に至る背景には、近隣関係の悩みやトラブル等が関与
している場合や、悪臭や騒音等の住環境に関するトラブルの
背景に精神疾患の悪化等が絡んでいる場合も少なくない。
▼公害や環境に関する住民からの苦情相談は、それらの問題
を把握・対処する上での有益な情報源として活用できる可能
性がある。

● ●

地域防災計画の作成

▼自殺総合対策大綱において、大規模災害における被災者の
心のケア支援事業の充実・改善や、各種の生活上の不安や悩
みに対する相談や実務的な支援と専門的な心のケアとの連携
強化等の必要性がうたわれている。
▼地域防災計画においてメンタルヘルスの重要性や施策等に
つき言及することで、危機発生時における被災者のメンタル
ヘルス対策を推進し得る。

● ●

葬祭費の支給

▼葬祭費の申請を行う方の中には、大切な方との死別のみな
らず、費用の支払いや死後の手続き面などで様々な問題を抱
えて、自殺リスクの高まっている方もいる可能性がある。そ
のため抱えている問題に応じて、支援機関の情報提供を行う
ことは可能。

● ● ●

保険料の賦課、収納、減免

▼保険料の滞納をしている方は、経済的な困難を抱えている
方も少なくない。
▼納付勧奨等の措置を講じる中で、当事者から状況の聞き取
りを行い、必要に応じて様々な支援機関につなげる等、支援
への接点となり得る。

● ●

特定保健指導
▼健康の相談をきっかけに、メンタルサポートを行う事で自
殺リスクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

重症化予防保健指導
▼健康の相談をきっかけに、メンタルサポートを行う事で自
殺リスクの軽減にも寄与し得る。

● ● ● ●

徴収事務（徴収猶予） ● ●

税務総務費（徴収専門員） ● ●

生
活
環
境
課

国
保
年
金
課

税
務
課

▼市税等を納期限内に納付できない者は生活面で深刻な問題
を抱えていたり、困難な状況にあったりする可能性が高いた
め、納税に係る相談を「生きることの包括的な支援」のきっ
かけと捉え、実際に様々な支援につなげられる体制を作って
おく必要がある。

基本施策 重点施策

高
齢
福
祉
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

建
築
住
宅
課

公営住宅家賃滞納整理対策

▼家賃滞納者の中には、生活面で深刻な問題を抱えていた
り、困難な状況にあったりする可能性が高いため、そうした
相談を「生きることの包括的な支援」のきっかけと捉え、実
際に様々な支援につなげられる体制を作っておく必要があ
る。

● ●

都
市
計

画
課

遊歩道維持管理業務
▼遊歩道の巡視を行う際に、自殺事案の発生や可能性等がな
いか状況確認を行うことにより、事案発生を防ぐ手だてを取
り得る。

● ●

上
下
水

道
課

水道料金徴収業務
▼水道料金を滞納している人への督促業務等において、問題
を抱えて生活難に陥っている家庭に対して、必要に応じて他
機関へつなぐなどの対応をとる。

● ●

学校図書館支援事業

▼学校の図書館スペースを利用し、9月の自殺予防週間や3月
の自殺対策強化月間時に、「いのち」や「心の健康」をテー
マにした展示や関連図書の特集を行うことで、児童生徒等に
対する情報周知を図ることができる。

● ● ●

中学校での性に関する指導
推進事業

▼望まない妊娠や性被害等は、児童生徒の自殺リスクにつな
がりかねない重大な問題である。
▼性に関する指導の際に、相談先の一覧が掲載されたリーフ
レットを配布することで、児童生徒に相談先情報の周知を図
れる。

● ● ● ● ●

避難児童生徒就学援助事業

▼援助の提供時に保護者と相対する機会があれば、保護者の
抱えている問題や生活状況等を把握するとともに、自殺のリ
スクを早期に発見し、問題状況に応じて他の支援先へつなぐ
などの支援への接点になり得る。

● ● ● ●

就学援助と特別支援学級就
学奨励補助

▼就学に際して経済的困難を抱えている児童・生徒は、その
他にも様々な問題を抱えていたり、保護者自身も困難を抱え
ている可能性が考えられる。
▼費用の補助に際して保護者と応対する際に、家庭状況に関
する聞き取りを行うことで、自殺リスクの早期発見と対応に
加えて、相談先一覧等のリーフレットの配布等を通じた情報
提供の機会にもなり得る。

● ● ●

学校職員安全衛生管理事業
▼学校職員（支援者）の健康管理を通じて、支援者に対する
支援の充実を図ることができる。

● ● ●

教職員の多忙化解消に向け
た取組

▼教職員のケアという観点から、当該事業を支援者への支援
に向けた一施策として展開させ得る。

● ● ●

キャリア・スタート・
ウィーク事業
（各中学校で実施）

▼実習体験の機会に、就業時に直面し得る様々な勤労問題に
ついてもあわせて指導することができれば、将来、就業し万
が一問題を抱えた際の対処法や相談先情報等を、生徒が早い
段階から学ぶことができ、SOSの出し方教育の一環ともなり
得る。

● ● ● ●

学力向上対策事業
▼題材の選定が可能ならば、SOSの出し方教育などをこの枠
で行うことで、児童生徒の援助希求能力の醸成や、問題解決
に向けた主体的行動の促進等を図り得る。

● ● ● ●

学校職員ストレスチェック
事業

▼ストレスチェックの結果を活用することで、児童生徒の支
援者である教職員に対する支援（支援者への支援）の強化を
図ることができる。

● ●

奨学金に関する事務

▼支給対象の学生との面談時に、家庭の状況やその他の問題
等を把握することが可能となる。
▼支給対象の学生に相談先一覧等のリーフレットを配布する
ことで、支援先の情報周知を図ることもできる。

● ● ●

基本施策 重点施策

学
校
教
育
課

教
育
総
務
課
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

青少年育成団体等への各種
補助金(女性青少年教育費)

▼薬物を乱用している若者の中には、様々な問題を抱えて自
殺リスクの高い子もいる。
▼指導員にゲートキーパー研修等を受講してもらうことで、
そうした自殺リスクの高い若者の早期発見・早期対応を図れ
るようになる可能性がある。

● ●

女性教育活動推進事業（女
性学級、婦人団体支援）

▼女性学級の参加者や地域の女性リーダー等にゲートキー
パー研修を受講してもらうことで、地域で自殺のリスクを抱
える女性を早期に発見し、対応できるようにするなど、女性
向け支援の推進につながる可能性がある。

● ● ● ● ●

連携中枢都市圏推進事業
▼連携中枢都市圏の枠組みを活用し、隣接自治体と連携し
て、自殺対策事業を推進することができる。

●

行政の情報提供・広聴に関
する事務（広報等による情
報発信）

▼住民が地域の情報を知る上で最も身近な情報媒体であり、
自殺対策の啓発として、総合相談会や居場所活動等の各種事
業・支援策等に関する情報を直接住民に提供する機会になり
得る。とりわけ「自殺対策強化月間（３月）」や「自殺予防
週間（９月）」には特集を組むなどすることにより効果的な
啓発が可能となる。

● ●

移住者サポート事業

▼周囲に親類・知人がいない場合、自殺のリスクが高まる恐
れもある。
▼移住者が集い交流できる場を設けることで、そうしたリス
クの軽減に寄与し得る。

● ●

職員の研修事業
▼職員研修（特に新任と管理職昇任）の1コマとして、自殺
対策に関する講義を導入することで全庁的に自殺対策を推進
するためのベースとなり得る。

● ● ●

情報公開制度

▼行政情報コーナーにおいて、「生きることの包括的な支
援」や相談機関等に関するポスターを掲示したり、相談リー
フレットを配架することにより、住民に対する啓発の機会と
なり得る。

● ●

職員の健康管理事務
▼住民からの相談に応じる職員の、心身面の健康の維持増進
を図ることで、自殺総合対策大綱にも記載されている「支援
者への支援」となる可能性がある。

● ●

重点施策

秘
書
政
策
課

人
事
行
政
課

生
涯
学
習
課

基本施策
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担当課
事業名

（事業内容）
自殺対策の視点を加えた事業案

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
強
化

人
材
育
成

啓
発
と
周
知

生
き
る
支
援

S
O
S
の
出
し
方
教
育

高
齢
者

生
活
困
窮
者

勤
務
・
経
営

子
ど
も
・
若
者

女
性

青少年育成団体等への各種
補助金(女性青少年教育費)

▼薬物を乱用している若者の中には、様々な問題を抱えて自
殺リスクの高い子もいる。
▼指導員にゲートキーパー研修等を受講してもらうことで、
そうした自殺リスクの高い若者の早期発見・早期対応を図れ
るようになる可能性がある。

● ●

女性教育活動推進事業（女
性学級、婦人団体支援）

▼女性学級の参加者や地域の女性リーダー等にゲートキー
パー研修を受講してもらうことで、地域で自殺のリスクを抱
える女性を早期に発見し、対応できるようにするなど、女性
向け支援の推進につながる可能性がある。

● ● ● ● ●

連携中枢都市圏推進事業
▼連携中枢都市圏の枠組みを活用し、隣接自治体と連携し
て、自殺対策事業を推進することができる。

●

行政の情報提供・広聴に関
する事務（広報等による情
報発信）

▼住民が地域の情報を知る上で最も身近な情報媒体であり、
自殺対策の啓発として、総合相談会や居場所活動等の各種事
業・支援策等に関する情報を直接住民に提供する機会になり
得る。とりわけ「自殺対策強化月間（３月）」や「自殺予防
週間（９月）」には特集を組むなどすることにより効果的な
啓発が可能となる。

● ●

移住者サポート事業

▼周囲に親類・知人がいない場合、自殺のリスクが高まる恐
れもある。
▼移住者が集い交流できる場を設けることで、そうしたリス
クの軽減に寄与し得る。

● ●

職員の研修事業
▼職員研修（特に新任と管理職昇任）の1コマとして、自殺
対策に関する講義を導入することで全庁的に自殺対策を推進
するためのベースとなり得る。

● ● ●

情報公開制度

▼行政情報コーナーにおいて、「生きることの包括的な支
援」や相談機関等に関するポスターを掲示したり、相談リー
フレットを配架することにより、住民に対する啓発の機会と
なり得る。

● ●

職員の健康管理事務
▼住民からの相談に応じる職員の、心身面の健康の維持増進
を図ることで、自殺総合対策大綱にも記載されている「支援
者への支援」となる可能性がある。

● ●

重点施策

秘
書
政
策
課

人
事
行
政
課

生
涯
学
習
課

基本施策
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第第５５章章 施施策策のの推推進進体体制制 

第第１１節節 施施策策のの推推進進体体制制のの整整備備 

１ 自殺対策推進体制 

二本松市健康づくり推進協議会において、関係者と協議のうえ施策を推進します。

次期計画に向けて、自殺対策に関する正しい知識を庁内各部署・関係機関が共有し、それぞ

れの立場で自殺対策を推進するとともに、情報収集や意見交換を行いながら、効果的な連携体

制を構築していくために、自殺対策推進本部を設置し、自殺対策を総合的に推進します。

第第２２節節 施施策策のの評評価価・・進進行行管管理理 

１ ＰＤＣＡサイクルの推進

「いのち支える自殺対策推進センター」（厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室が

指定する指定調査研究等法人）が推進する「市町村自殺対策計画の進捗確認における確認シー

ト」により、基本施策・重点施策の進捗管理・評価を年１回行います。

基本施策・重点施策に沿って、取り組み状況を評価し、施策の推進状況や課題を把握し、施

策の見直しを行っていきます。

【ＰＤＣＡサイクル】

計画
（Plan）

実行
（Do）

評価
（Check）

改善
（Action）

指標や取り組み内容の
決定

計画に基づき
取り組みを実行

取り組み内容や
施策の見直し

取り組み状況の点検、
指標の達成状況の評価
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第第６６章章 参参考考資資料料 

第第１１節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定委委員員会会要要綱綱 

平成 18年５月 22日告示第 86号

改正 平成 20年３月 31日告示第 44号

令和元年5月 10日告示第 101号

二本松市健康増進計画策定委員会要綱

（設置）

第１条 市民が一体となった健康づくり運動を総合的かつ効果的に推進するために必要な事項を

協議し、二本松市の健康施策に関する基本的な計画（以下「二本松市健康増進計画」という。）

を策定するため、二本松市健康増進計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 委員会は、二本松市健康増進計画の策定について必要な事項を協議する。

（組織）

第３条 委員会は、委員20人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

(１) 学識経験者

(２) 健康に係る組織、団体の代表者

(３) 市民の代表

(４) 関係行政機関の職員

(５) その他市長が必要と認める者

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、二本松市健康増進計画が策定完了したときに満了するものとする。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長１人を置く。

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者の出席を求め、意見又は説明を聴く

ことができる。

４ 会議は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、保健福祉部健康増進課において処理する。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定めるものと

する。

附 則

この要綱は、平成18年６月１日から施行する。

附 則（平成20年告示第44号）

この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。

附 則（令和元年５月10日告示第101号）

この要綱は、令和元年５月 10日から施行する。
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第第２２節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定委委員員会会委委員員名名簿簿 

（敬称略）

区 分 所 属 氏 名

１ 学識経験者 一般社団法人 安達医師会 土川 研也

２ 〃 安達歯科医師会 渡辺 英弥

３ 〃 一般社団法人 福島県薬剤師会 二本松薬剤師会 鈴木 賢太郎

４ 健康に係る組織・
団体の代表者

二本松市健康推進員会 ◎ 渡辺 玲子

５ 〃 安達地区国公立幼稚園・こども園協議会 黒沢 道子

６ 市民の代表者 二本松市区長会 宮田 悦三郎

７ 〃 二本松市婦人団体連合会 大沢 清子

８ 〃 二本松市あだたらクラブ 佐久間 元男

９ 〃 一般社団法人にほんまつ城山クラブ ○ 杉内 貞夫

10 〃 二本松市民生児童委員協議会 藤 田 守

11 〃 二本松商工会議所 菊地 由美子

12 関係行政機関の
代表者

福島県県北保健福祉事務所 加藤 清司

13 〃 社会福祉法人 二本松市社会福祉協議会 黒江 朱美

14 その他市長が
必要と認める者

二本松市小学校長会 紺野 真一

15 〃 二本松市中学校長会 大越 吾都臣

16 〃 二本松市国民健康保険運営協議会 石川 重彦

17 〃 二本松市小中学校ＰＴＡ連合会 髙橋 貴子

18 〃 特定非営利活動法人 子育て支援グループこころ 村松 香里

◎：委員長、○：副委員長
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第第２２節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定委委員員会会委委員員名名簿簿 

（敬称略）

区 分 所 属 氏 名

１ 学識経験者 一般社団法人 安達医師会 土川 研也

２ 〃 安達歯科医師会 渡辺 英弥

３ 〃 一般社団法人 福島県薬剤師会 二本松薬剤師会 鈴木 賢太郎

４ 健康に係る組織・
団体の代表者

二本松市健康推進員会 ◎ 渡辺 玲子

５ 〃 安達地区国公立幼稚園・こども園協議会 黒沢 道子

６ 市民の代表者 二本松市区長会 宮田 悦三郎

７ 〃 二本松市婦人団体連合会 大沢 清子

８ 〃 二本松市あだたらクラブ 佐久間 元男

９ 〃 一般社団法人にほんまつ城山クラブ ○ 杉内 貞夫

10 〃 二本松市民生児童委員協議会 藤 田 守

11 〃 二本松商工会議所 菊地 由美子

12 関係行政機関の
代表者

福島県県北保健福祉事務所 加藤 清司

13 〃 社会福祉法人 二本松市社会福祉協議会 黒江 朱美

14 その他市長が
必要と認める者

二本松市小学校長会 紺野 真一

15 〃 二本松市中学校長会 大越 吾都臣

16 〃 二本松市国民健康保険運営協議会 石川 重彦

17 〃 二本松市小中学校ＰＴＡ連合会 髙橋 貴子

18 〃 特定非営利活動法人 子育て支援グループこころ 村松 香里

◎：委員長、○：副委員長
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第第３３節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画等等策策定定庁庁内内幹幹事事会会委委員員名名簿簿 

所 属 氏 名

１ 健康増進課 課長 ◎ 福田 なおみ

２ 国保年金課 課長 ○ 佐藤 隆嘉

３ 秘書政策課 課長 安田 憲一

４ 福祉課 課長 阿部 清久

５ 子育て支援課 課長 佐藤 英明

６ 高齢福祉課 課長 騎西 東五

７ 農業振興課 課長 石井 栄作

８ 安達支所地域振興課 課長 鈴木 達也

９ 岩代支所地域振興課 課長 下 村 覚

10 東和支所地域振興課 課長 橋本 浩幸

11 教育総務課 課長 大内 真利

12 学校教育課 課長 太田 孝志

13 生涯学習課 課長 関 博

◎：幹事長、○：副幹事長



第６章 参考資料

70

第第４４節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定体体制制 

【健康増進計画策定体制】

市 民
健康と生活習慣調査の実施等

計画策定庁内幹事会
構成：13名

市関係各課長

役割：計画素案の検討

他計画との整合性の確認 等

計画策定作業班
構成：保健福祉部健康増進課

役割：アンケート調査結果の分析

保健統計等のデータ分析

課題の把握

計画の施策の検討

計画策定委員会及び計画策定庁

内幹事会の運営・結果のまとめ

計画素案の作成    等計画策定委員会
構成：18名

関係機関代表

学識経験者

関係団体代表 等

役割：課題の把握

計画素案の検討 等

意見 意見

連絡調整

報告

運営

事務局 健康増進課

建議

市 長
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第第４４節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定体体制制 

【健康増進計画策定体制】

市 民
健康と生活習慣調査の実施等

計画策定庁内幹事会
構成：13名

市関係各課長

役割：計画素案の検討

他計画との整合性の確認 等

計画策定作業班
構成：保健福祉部健康増進課

役割：アンケート調査結果の分析

保健統計等のデータ分析

課題の把握

計画の施策の検討

計画策定委員会及び計画策定庁

内幹事会の運営・結果のまとめ

計画素案の作成    等計画策定委員会
構成：18名

関係機関代表

学識経験者

関係団体代表 等

役割：課題の把握

計画素案の検討 等

意見 意見

連絡調整

報告

運営

事務局 健康増進課

建議

市 長
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第第５５節節 二二本本松松市市健健康康増増進進計計画画策策定定のの経経過過 

年 月 日 内 容

令和３年

12月１日～17日
二本松市民の健康と生活習慣調査の実施

令和 4年

8月 4日

庁議

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）策定方針について

令和４年

８月５日

第１回二本松市健康増進計画等策定庁内幹事会

（１）二本松市健康増進計画等の後期計画策定について

（２）アンケート調査結果報告について

（３）中間評価について

（４）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）骨子案について

令和４年

８月 18日

第１回二本松市健康増進計画策定委員会

（１）委員長、副委員長の選出について

（２）健康増進計画策定委員会スケジュールについて

（３）アンケート調査結果報告について

（４）中間評価について

（５）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）骨子案について

令和４年

11月１日

第２回二本松市健康増進計画等策定庁内幹事会

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）素案について

令和４年

11月 14日

第２回二本松市健康増進計画策定委員会

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）素案について

令和 4年

11月 21日

庁議

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）素案について

令和 4年

12月 6日

議員協議会

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）素案について

令和４年 12月７日～

令和５年１月６日

パブリック・コメント

意見数：0件（意見者数：0名）

令和５年

１月 17日

第３回二本松市健康増進計画等策定庁内幹事会

（１）パブリック・コメントの結果について

（２）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）最終案について

令和５年

１月 24日

第３回二本松市健康増進計画策定委員会

（１）パブリック・コメントの結果について

（２）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）最終案について

令和５年

１月 30日
健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）（案）の建議

令和５年

２月６日

庁議

（１）健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画（後期計画）（案）について

令和５年

３月下旬
計画の公表・概要版の配布
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